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第 2.3図 ダンプタンク室におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策  

ダンプタンク

架台の側面に鋼板を設置安全板

断熱材及びヒートシ
ンク材

ダンプタンク室におけるナトリウム移行の影響拡大の抑制対策
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3.格納容器床下の区画化の効果及び影響 

 3.1 格納容器床下の区画化の効果 

格納容器床下は全区画が窒素ガス雰囲気であり、格納容器床下内で区画化しても、格納容器破

損防止措置の有効性評価の評価項目への効果はほとんどない。 

溢液を防止するための堰を設置した場合は、2.で示した区画からの溢液を防止することが可

能であり、ナトリウムの堆積面積、範囲を当該区画内で限定することが可能である。 

エアロゾルの拡散を防止するための仮設閉鎖設備を設置した場合は、気密化を実施しないた

め、全量の拡散を防止することはできないが、エアロゾルの拡散を一定程度抑制することができ

る。 

 

3.2 格納容器床下の区画化の影響 

（1）格納容器床下の原子炉保護系（アイソレーション）の検出器への影響 

格納容器床下の原子炉保護系（アイソレーション）の検出器は第 3.1図に示す R-203室に設置

しており、各区画で温度の上昇、圧力の上昇が発生した場合に、R-203室で異常を検出できるよ

う、各区画間の対流通気の維持が必要である。このため、対流通気を阻害しない範囲での拡散抑

制のための設備を設置する。 

 

  （2）他の安全施設への影響 

エアロゾルの拡散を防止するための仮設閉鎖設備を設置した場合は、ナトリウムが漏えいし

た区画の温度が高めになるが、格納容器床下の安全施設の機能に悪影響は与えない。また、原子

炉停止後一定期間経過後に格納容器床下を空気置換した場合の火災防護対策として、火災の感

知及び消火が必要となるが、空気置換した場合には、仮設閉鎖設備を撤去するため、火災防護対

策を阻害することはない。 
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第 3.1図 格納容器自動アイソレーションの検出器の配置 

格納容器

格納容器（床下）

格納容器（床上）

R-201

R-202

R-204

R-205

R-206

※： 格納容器（床上）と格納容器（床下）の内部は、開口等により連通しており、検出器
の設置場所において、当該区画のパラメータを計測可能

※： 格納容器（床下）の検出器は、主に漏えいした１次冷却材が堆積する地下中2階で、か
つ、空調系の吸込み口を設置するR-203室に設置

格納容器（床上）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物1階）

格納容器（床下）のアイソレーション信号
に係る検出器の配置図（原子炉建物地下中2階）
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P

：温度検出器

：圧力検出器

：放射線モニタ
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※： 格納容器（床上）の検出器は、
R-501に設置

※： 格納容器（床下）の検出器は、
R-203に設置
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1次主冷却系サイフォンブレーク及び１次補助冷却系サイフォンブレークの成立性について 
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GL（mm）
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-5,000

-7,000

-9,000

-11,000

-13,000

-15,000

１次補助冷却系出口配管
（下端）【ＮｓＬ-4,000mm 】

燃料集合体頂部【ＮｓＬ-3,400mm 】

炉心頂部【ＮｓＬ-4,500mm 】＊2

原子炉容器通常ナトリウム液位【ＮｓＬ】（GL-6,100mm）

原子炉容器底部【ＮｓＬ-7,900mm 】

主中間熱交換器入口窓＊1 （上端）（ＮｓＬ-810mm ）

原子炉トリップ信号「炉内ナトリウム液面低」
発信液位【ＮｓＬ-100mm】

「炉内ナトリウム液面低低」信号発信液位（ＮｓＬ-320mm ）

１次主冷却系入口配管
（下端：安全容器内）【ＮｓＬ-8,200mm】

安全容器

炉心

１次補助冷却系入口配管

１次補助冷却系出口配管

１次主冷却系出口配管

主冷却系サイフォンブレーク＊4配管

１次補助冷却系
サイフォンブレーク＊7配管

１次主冷却系入口配管

原子炉容器

【ＮｓＬ-3,000mm】＊3

【ＮｓＬ-1，300mm】＊5

【ＮｓＬ-1,400mm 】＊6

１次主循環ポンプより１次主循環ポンプより

主中間熱交換器へ主中間熱交換器へ
補
助
中
間
熱
交
換
器

電
磁
ポ
ン
プ

＊1：主中間熱交換器内に流入した１次冷却材の伝熱管部への入口（有効性評価では、１次冷却材の液位が入口窓（上端）を下回った時点で、１次冷却材の流路を喪失すると仮定）
＊2：LORL及びPLOHSにおける炉外事象過程の評価において、炉心の著しい損傷及び原子炉容器の破損を仮定する液位
＊3：安全容器内の配管（内管及び外管）が破損し、安全容器内に１次冷却材が流出した場合に、原子炉容器冷却材液位と安全容器内に流出した冷却材の液位がバランスし、１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊4：１次主循環ポンプの出口から原子炉容器の入口（安全容器内を除く。）の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損した場合に、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、

１次アルゴンガスが流入することによりサイフォン現象をブレーク（オーバフローカラムの液位がＮＳＬ-950mmを下回ることにより受動的に１次アルゴンガスが流入し作動）
＊5：主冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが静定する液位
＊6：原子炉容器の出口から１次主循環ポンプの入口の配管（内管及び外管）が破損した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位
＊7：１次補助冷却系の低所に位置する配管（内管及び外管）が破損し、サイフォン現象による原子炉容器冷却材液位の低下を防止するため、サイフォンブレーク止弁が開となり１次アルゴンガスが流入すること

によりサイフォン現象をブレーク（「炉内ナトリウム液面低低」信号により自動でサイフォンブレーク止弁が作動）
＊8：１次補助冷却系サイフォンブレークが作動した場合に１次冷却材の漏えいが停止する液位

【ＮｓＬ-400mm】＊8 原子炉カバーガス

安全容器底部【ＮｓＬ-8,900】

冷却材漏えい時の原子炉容器内の冷却材液位について
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冷却材液位の確保機能に係る資機材 -主冷却系サイフォンブレーク-

⚫ 安全容器より外側の１次主冷却系入口の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、主冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガス
が導入されることにより、サイフォン現象による原子炉容器の冷却材液位の低下を抑止し、補助冷却設備の強制循環冷却に必要な液位を
確保する。

⚫ アルゴンガスは、配管等の適切な配置により、オーバフローカラムの液位低下に伴い、受動的に導入され（電源及び運転員操作不要）、
運転員は炉内ナトリウム液面計の指示値により、主冷却系サイフォンブレークの成否を確認する。

⚫ 主冷却系サイフォンブレーク配管は、通常運転時に凝固・閉塞が生じることを防止するため、原子炉冷却材バウンダリ内への異物の混入
を防止するとともに、差圧により常時ナトリウムを流動させる設計とする。なお、防止対策を講じた上で、念のために、配管内のナトリ
ウムの流動を確認できるよう電磁流量計を設置し、運転員が常時監視しており、サイフォンブレーク配管内の流量が異常に低下した場合
には、中央制御室に警報を発し、異常を検知できる設計としている。

⚫ 運転員が異常を検知した場合、運転員は、異常の原因を調査（予熱温度、流量計の点検）するとともに、温度が低い場合は予熱ヒータの
点検等を実施し、復旧に努める。正常な状態に復旧できない場合は、運転員は原子炉を停止する。

主冷却系サイフォンブレークの概念図

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

主中間熱交換器

主冷却系サイフォンブレーク配管

オ
ー
バ
フ
ロ
ー
カ
ラ
ム

１次主循環ポンプ

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
主
冷
却
系
出
口

安全容器外の１次主冷却系入口の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下によりアルゴンガスが導入

補助冷却設備による
強制循環冷却に必要な
液位確保 １

次
主
冷
却
系
入
口

流量計

主冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止

※1：サイフォンブレーク
に必要な容量のアルゴンガ
ス（約15m3）は、アルゴン
ガス供給設備から供給され
る。また、何らかの原因に
より、アルゴンガス供給設
備から供給されない場合は、
ダンプタンク等から供給さ
れる。
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冷却材液位の確保機能に係る資機材 -１次補助冷却系サイフォンブレーク-

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

電磁ポンプ

補助中間
熱交換器

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

１次補助冷却系
サイフォンブレーク止弁

１次補助冷却系
サイフォンブレーク配管

１次補助冷却系出口弁

１次補助冷却系入口弁

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

１
次
主
冷
却
系
入
口

１次主冷却系出口

１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁
動作信号発生液位

主中間熱交換器入口窓
（上端）

１次補助冷却系の配管
（内管及び外管）が破損

系統外に冷却材が漏えい、液位低下

サイフォン現象の発生

液位の低下により
１次補助冷却系サイフォン
ブレーク止弁が「開」、
アルゴンガスが導入

１次主冷却系による
強制循環冷却に必要な
液位確保

１次補助冷却系サイフォンブレークにより
サイフォン現象による液位低下を抑止

⚫ １次補助冷却系の低所配管（内管及び外管）が破損した際に、１次補助冷却系サイフォンブレーク配管からアルゴンガスを導入することにより、
サイフォン現象による原子炉容器の冷却材液位の低下を抑止し、１次主冷却系の循環に必要な液位を確保する。

⚫ １次補助冷却系のナトリウム漏えいの検知（2 out of 28）、原子炉容器の冷却材液位低低（NsL-320mm）、ポニーモータ1台停止の条件が成立
した時点で、自動で１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁が「開」となりアルゴンガスが導入される。また、１次補助冷却系からの漏えいに
よる液位の低下速度は緩慢であり、サイフォンブレーク止弁開の液位に達するまでに3時間以上の猶予がある。自主対策として、運転員が１次
補助冷却系サイフォンブレーク止弁の自動開失敗を認知した場合は、中央制御室及び現場において、止弁の開操作を実施する手順により、猶予
時間内で確実に操作を実施する。

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク失敗を仮想した場合にあっても、１次主冷却系の循環に必要な液位を喪失するまでには10時間以上の猶予が
ある。自主対策として、運転員が液位等によりサイフォンブレーク失敗を検知した場合は、中央制御室において、１次補助冷却系の出入口止弁
（電源：直流無停電電源系）を「閉」とする手順（10分以内に完了）により、猶予時間内に、１次主冷却系の循環に必要な液位は確実に確保で
きる。

⚫ 以上のとおり、運転員操作も含めて、液位確保について、十分な信頼性が確保できる。

１次補助冷却系サイフォンブレークの概念図

通常運転時の流れ

※1：サイフォン
ブレークに必要
な容量のアルゴ
ンガス（約5m3）
は、アルゴンガ
ス供給設備から
供給される。ま
た、何らかの原
因により、アル
ゴンガス供給設
備から供給され
ない場合は、
オーバフロータ
ンク等から供給
される。
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１次補助冷却系サイフォンブレークの試験及び監視

⚫ MK-Ⅲ総合機能試験において、MK-Ⅲ炉心への改造後も１次補助冷却系サイフォンブレークが正常に行われることを確認するため、
2003年2月にサイフォンブレーク機能確認試験を実施した。

⚫ 上記の試験において、想定液位でサイフォンブレークしない事象が発生し、配管内のナトリウム温度の低下が原因と推定された。こ
のため、１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁及び１次補助冷却系サイフォンブレーク配管の予熱ヒータ制御温度の設定値を
200℃から230℃へ変更し、再試験において、正常にサイフォンブレークすることを確認した。また、当該試験とは別に行った当該
配管部の外観点検の際に、保温材の手直しも実施し、信頼性の向上を図っている。

⚫ 上記の試験において、確実にサイフォンブレークが可能なポニーモータの回転数を把握し、異常時運転マニュアルに反映し運用して
いる。

⚫ 以上のとおり、実機における試験により、１次補助冷却系サイフォンブレークは、確実に機能することを確認している。

⚫ 第53条への適合に係るLORLに対する炉心損傷防止措置の重要性を踏まえ、新規制基準適合後の運転再開前には、１次補助冷
却系サイフォンブレーク特性の把握のための試験を実施し、確実にサイフォンブレークが可能なポニーモータの運転条件を把握する。
また、新規制基準適合後の運転再開時には、確実にサイフォンブレークが可能な運転条件で運用する。

１次補助冷却系サイフォンブレークの概要

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク止弁は、サイクル運転開
始前の起動前点検において、正常に開閉動作することを確
認する。

⚫ １次補助冷却系サイフォンブレーク配管の凝固防止は予熱
ヒータの状態監視及び温度計により監視しており、温度が
異常に低下した場合には、中央制御室に警報を発し、異常
を検知できる設計としている。

⚫ 運転員が異常を検知した場合、運転員は、異常の原因
を調査（ヒータの状態、予熱温度の点検）するととも
に、温度が低い場合は予熱ヒータの点検等を実施し、
復旧に努める。正常な状態に復旧できない場合は、運
転員は原子炉を停止する。

【MK-Ⅳ炉心運転前のサイフォンブレーク機能確認試験】

【各運転サイクル前の機能確認試験及び供用中の監視】
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冷却系サイフォンブレークに係る１次アルゴンガス系の概要

１次アルゴンガス系
供給タンク

１次アルゴンガス系
低圧タンク

排気弁

供給弁

１次冷却材
ダンプタンク（Ｂ）

１次冷却材
ダンプタンク（Ａ）

原子炉容器
１次主循環ポンプ（Ａ）
オーバフローカラム

１
次
主
循
環
ポ
ン
プ

１次アルゴンガス系
呼吸ガス圧力調整ヘッダ

アルゴンガス
供給系

気体廃棄物
処理系

１次主循環
ポンプ（Ｂ）軸封

（Ａ）

主
中
間
熱
交
換
器

（Ａ）

１次主循環ポンプ（Ｂ）
オーバフローカラム

主中間熱交換器（Ｂ）

オーバフロータンク

→ 原子炉附属建家原子炉格納容器 ←

供給弁（大） 約0.20 kPa以下で「開」（通常「閉」）

供給弁（小） 約0.29 kPa以下で「開」（通常「閉」）

排気弁（小） 約0.69 kPa以上で「開」（通常「閉」）

排気弁（大） 約0.98 kPa以上で「開」（通常「閉」）

・１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備であり、供給タンク、呼吸
ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク等から構成する。

・１次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダは、供給タ
ンク及び低圧タンクに接続される。

・１次主冷却系等のカバーガスの圧力が低下した際には供給タンクより呼吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを
供給することで、通常運転時及び１次冷却材漏えい事故時ともに、圧力は一定の範囲で制御される。

[1248]
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原子炉容器外面冷却とナトリウム漏えい箇所との関係について 

[1249]
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原子炉冷却材バウンダリの二重構造の区画化と原子炉容器外面冷却の関係（1/2）
【二重構造の区画化】
● 原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管等は、二重構造とし、万一、原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合におい
ても、冷却材ナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次冷却材の液位を崩壊熱の除去に必要な高さに保持できるものとしている。
● 当該二重構造部は、原子炉容器廻り、１次主冷却系Ａループ、１次主冷却系Ｂループ及び１次補助冷却系に区画化している。

【原子炉容器外面冷却】
● 原子炉冷却材の漏えいにより窒素ガス流路を喪失する事故を除いて、コンクリート遮へい体冷却系を予熱窒素ガス
系と接続し、原子炉容器等の二重構造の間隙部に窒素ガスを通気して原子炉容器を冷却する措置により、炉心損傷の回
避が可能

コンクリート遮へい体冷却系による原子炉容器外面冷却の概念図

[1250]
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原子炉冷却材バウンダリの二重構造の区画化と原子炉容器外面冷却の関係（2/2）

【原子炉容器外面冷却の窒素ガス流路】
下図の赤色の原子炉容器廻りの二重構造の範囲に窒素ガスを流通させるため、当該区画でナトリウムが漏えいしている場合を除
いて、原子炉容器外面冷却措置が可能である。
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原子炉容器外面冷却に係る窒素ガス流路の切り替え及び冷却水の増大等の手順等について 
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コンクリート遮へい体冷却系による外面冷却の試験及び実現性

安全施設、資機材 目的
ペデスタル部を除く
冷却材窒素ガス流路

運転条件

通常運転時

コンクリート遮へい体及びペデスタル部
を冷却し、制限温度以下に保持する。

原子炉容器ピットのコン
クリート遮へい体と安全
容器の間隙部（第1図）

通常運転時のコンクリート遮へい体及びペ
デスタル部におけるガンマ発熱の冷却であ
り、除熱量は小さい。

原子炉容器外面冷
却による崩壊熱除

去運転時※1

原子炉容器内の健全炉心の崩壊熱を除去
し、炉心損傷を防止する。

原子炉容器とリークジャ
ケットの間隙部（第2図）

原子炉停止後の崩壊熱の冷却であり、除熱
量が大きい。窒素ガス流路の切替え及び冷
却水流量の増大に係る操作が必要である。

安全容器外面冷却
による損傷炉心物

質冷却時

安全容器内に移行した損傷炉心物質の崩
壊熱を除去し、安全容器内で損傷炉心物
質を安定冷却保持する。

原子炉容器ピットのコン
クリート遮へい体と安全
容器の間隙部（第1図）

原子炉停止後の崩壊熱の冷却であり、除熱
量が大きい。通常運転時と窒素ガスの流路
は同じであるが、冷却水流量及び窒素ガス
流量の増大に係る操作が必要である。

第1図 コンクリート遮へい体冷却、安全容器外面冷却 第2図 原子炉容器外面冷却

※1：原子炉容器外面冷却による崩壊熱除去は、運転開始初期の性能試験において、崩壊熱を原子炉出力で模擬した実証試験を実施
しており、成立性及び機能を確認している信頼性の高い措置である。
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＜原子炉附属建物2階＞

＜中央制御室（A-712）＞

＜格納容器雰囲気調整盤＞

窒素ガスブロワ電流

窒素ガス冷却器冷却水流量

窒素ガス冷却器冷却水調整スイッチ

原子炉容器ピット部通気風量調整ダン
パスイッチ

原子炉容器外面冷却に関する窒素ガス流路の切り替え及び冷却水の増大に係る手順

－ 手順概要（1） －

(1)主冷却系及び補助冷却系での強制循環冷却並びに自然循環冷却による崩壊熱除去機能が喪失した場合、コンクリート遮へい体冷却系による
原子炉容器外面冷却により、原子炉の崩壊熱を除去するため、運転員は以下の操作を実施する。

(2)コンクリート遮へい体冷却系の窒素ガス流路を、原子炉容器ピット部から予熱窒素ガス系に切り替える。

(3)コンクリート遮へい体冷却系窒素ガス冷却器の通水流量を増加させる。

なお、補機系揚水ポンプ出口流量の増加、又は、補機冷却水系の他の機器への通水停止によるコンクリート遮へい体冷却系
窒素ガス冷却器の通水流量の増加も可能である。

上記の操作は、補助冷却設備の強制循環失敗と判断した時点（事象発生約30分後）で、操作を開始する手順とし、中央制御室で、運転員2名に
より30分以内に操作を実施することが可能である。予熱窒素ガス系の原子炉容器出入口弁（V71-7A、47A、V71-7B、47B）は、原子炉附属建物
1階の現場盤で操作する必要があるが、上記の30分以内に操作を実施することが可能である。

他方、冷却材漏えい率を保守的に約1kg/sとして評価した場合でも、主冷却系による循環流路を喪失し、崩壊熱除去機能を喪失するのは、事象
発生の約150分後であり、操作を実施するのに十分な猶予時間が確保される。なお、本原子炉施設では、1ｍ3の原子炉冷却材の漏えいにより、お
およそ、0.1m原子炉容器液位が低下する。

予熱窒素ガス系給還気弁操作スイッチ

主な操作箇所

核物質防護情報（管理情
報）が含まれているため公
開できません。

核物質防護情報（管理情
報）が含まれているため公
開できません。

核物質防護情報（管理情報）
が含まれているため公開
できません。
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原子炉容器外面冷却に関する窒素ガス流路の切り替え及び冷却水の増大に係る手順
－ 手順概要（2） －

N

V84-133

M

V84-140V84-139

V84-134

FE84-302

窒素ガス冷却器
HX84-7B

補機系冷却水

V84-135V84-136

N

V84-106 DP84-56

N

V84-105 DP84-57

N

V84-108 DP84-58

N

V84-107 DP84-49

窒素雰囲気再循環ファン

機器冷却ファン

M

M

V84-94 V84-93

ERI

84-301

非常用ガス処理装置
V84-192

格納容器非常用ﾌｨﾙﾀ
V84-193

V84-127

V84-128

窒素雰囲気R-102室より

窒素雰囲気R-102室より

B84-9BB84-9A

窒素ガスブロワ

E

TRI
4-301

TE
84 301

TRI
4-301

ペデスタルブースタブロワ

M

DP84-43

M

V71-49A

M

V71-7A

M

V71-47A

M

V7 -48A

N

E
4-30

004

N

M

V84-150

V84-149

V84-152

V110-6

ST84-2

TK74-2
N2ガス供給ヘッダ

V84-250

V84-148 ST84-11

V84-151

原子炉容器

R13-1

安全容器
TK83-1

デスタル部冷却パス

N

N

N

RICA
84-30

TE
84-30

L

N

M

M

V71-47B

A

V71-4 B

A

V71-49B

M

71- B

S

TE

RI
84-301

V84-154

アニュラス排気系

予熱N2ガス系

(P-610, A-8)

B84-10BB84-10A

RICA
84-30

004

E

84- 21

TE

4-3 1

ICA

ICA

84- 22

84 322

84-3 1

4-3 1
-

4-3 1
4

予熱N2ガス系

予熱N2ガス系 予熱N2ガス系

窒素ガス冷却器
HX84-7A

バルブを開方向に操作し、冷却水の流量を増加
併せて、他の補機系冷却設備の
通水を停止する等により必要な流量を確保

ダンパを閉方向に操作し、
安全容器の窒素ガス
通気風量を減少

予熱窒素ガス系のバルブを通常運転時の閉から開へ操作し、
原子炉容器外面への窒素ガスの流路を形成

ダンパを閉方向に操作し、
ペデスタル部の窒素ガス
通気風量を減少

V71-7B
V71-47B
V71-7A
V71-47A

左記の予熱窒素ガス系の原子炉容器出入口弁は、
原子炉附属建物1階の現場盤で操作
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１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁の誤開の防止対策及び誤開の影響について 

[1256]
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１次補助冷却系サイフォンブレークの誤開の影響
⚫ １次補助冷却系のサイフォンブレーク止弁は、１次補助冷却系のナトリウム漏えいの検知（2 out of 28）、原子炉容

器の冷却材液位低低（NsL-320mm）、ポニーモータ1台停止の条件が成立した場合に「開」となり、これらの故障時に
誤って「開」となることはない。また、１次補助冷却系のサイフォンブレーク止弁は、誤操作防止のために、操作ス
イッチにカバーを設置するとともに、運転中は操作禁止タグを取り付けることから、運転員の単一の誤操作により、
誤って「開」となることはない。

⚫ 上記の対策にも係わらず、仮に、１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁が誤って「開」となった場合の影響は以下
のとおりである。

１次補助冷却系サイフォンブレークの誤開時の概念図

①１次アルゴンガス系側の１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁が誤って「開」となった場合

②１次補助冷却系側の１次補助冷
却系サイフォンブレーク止弁が
誤って「開」となった場合
１次補助冷却系入口配管と１次補

助冷却系出口配管が連通する。この
場合、１次補助冷却系の循環流量が
わずかに上昇することが想定される
が、原子炉の冷却機能への影響は小
さく、運転員が異常を検知し、操作
することにより、漏えい（連通）を
停止できる。

１次アルゴンガス系と１次補助冷却系入口配管が連通する。通常運転時において、１次アルゴンガス系と１次補助冷却系入口配
管が連通した場合、１次補助冷却系入口配管は、原子炉容器高圧プレナムから冷却材が流入しており、圧力は10kPa[gage]以上で
ある。他方、１次アルゴンガス系は、
1kPa[gage]以下に制御されているこ
とから、アルゴンガスが原子炉冷却
材バウンダリ内に混入することはな
く、影響は原子炉冷却材の１次アル
ゴンガス系側への漏えいとして現れ
る。本原子炉冷却材の漏えいによる
除熱能力低下の影響は設計基準事故
の１次冷却材漏えい事故に包絡され
るとともに、運転員が異常を検知し、
操作することにより、漏えいを停止
できる。

原子炉容器通常ナトリウム液位

１次補助冷却系
出口配管（下端）

炉心頂部

炉心

電磁ポンプ

補助中間
熱交換器

１次補助冷却系出口

１次補助冷却系入口

１次補助冷却系
サイフォンブレーク止弁

１次補助冷却系
サイフォンブレーク配管

１次補助冷却系出口弁 １次補助冷却系入口弁

原子炉容器

安全容器

遮へい
グラファイト

１
次
ア
ル
ゴ
ン
ガ
ス
系

１
次
主
冷
却
系
入
口

１次主冷却系出口

１次補助冷却系サイフォンブレーク止弁
動作信号発生液位

主中間熱交換器入口窓
（上端）

②１次補助冷却側の
１次補助冷却系サイフォン
ブレーク止弁が誤って「開」
となった場合

①１次アルゴン
ガス系側への
冷却材漏えい

②１次補助冷却系の
循環流量がわずかに
上昇

①、②ともに運転員が異常を検知し、サイフォンブレーク止弁
を操作することにより漏えいを停止

①１次アルゴンガス系側の
１次補助冷却系サイフォン
ブレーク止弁が誤って「開」
となった場合

①系統外に冷却材が漏えい、液位低下
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「常陽」における自然循環試験の実績について 
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350℃

500℃

300℃

470℃

注）図中の温度は、原子炉熱出力140MW
の状態
・ 1次主冷却系の温度差：150℃
・ 2次主冷却系の温度差：170℃

自然循環が可能な機器配置

自然循環は「常陽」での自然循環試験により実証

過去の自然循環試験結果
（MK-Ⅱ炉心）
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SBO時の崩壊熱除去に係る過冷却の防止及び訓練実績について 
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出口ダンパ

出口ダクト

主送風機

入口ダクト

主冷却器
出口配管

主冷却器

主冷却器
入口配管

インレットベーン

入口ダンパ

SBO時の主冷却系の自然循環冷却
⚫ 原子炉停止後の崩壊熱除去期間中に、全交流動力電源が喪失し、強制循環冷却に失敗した場合に、主冷却系の自然

循環により崩壊熱を除去

⚫ 適切な高低差で機器を配置し、冷却材の密度差を駆動力とした信頼性の高い措置であり、強制循環機能喪失に伴い、
受動的に自然循環冷却に移行し（運転員操作不要）、運転員は１次主冷却系及び２次主冷却系の温度及び流量等に
より、自然循環冷却状態を監視する。

自然循環冷却の概念図

※：高低差をつけ機器を配置

⚫ SBO時の原子炉停止直後は、無停電電源により機能する温度制御系及びタンクに蓄えられている圧縮空気
により駆動するインレットベーン等により、冷却材温度は自動で制御され、自然循環により崩壊熱を除去
する。この際、インレットベーンの開度は、自動的に9.5%を上限に制御し、過冷却を防止する。

⚫ 全交流動力電源喪失が長期間続いた場合、無停電電源系による自動制御機能を喪失する。このため、
仮設発電機からの給電又は仮設計器により冷却材温度等を監視し、手動でインレットベーン等の開
度を調整する手順を整備する。

⚫ 自動制御機能の喪失前に、運転員を必要個所に配置することにより、自動制御機能の喪失直後に手
動操作を実施可能な手順とする。また、手動操作時にあってもインレットベーンの開度は、9.5％
を上限とし、過冷却を防止する手順とする。

【全交流動力電源喪失時の主冷却機の自然通風除熱の制御】

主冷却機の構造

インレットベーンドライブユニット

駆動軸

開度指示

操作ハンドル

約16m

夜間のSBOを想定した訓練

仮設計器による冷却材
温度測定
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炉心損傷後の廃止措置の検討 
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炉心領域

下部プレナム底部

材料照射ラック底部

炉心支持台上面

大きなエネルギー
放出を伴う場合

エネルギー放出が
小さい場合

１次元熱伝導とラック
周囲のナトリウムへの
自然対流熱伝達で冷却
保持を確認

基本ケースでは、炉心イン
ベントリ100%の移行を想定

堆積した損傷炉心物質のデブリベッドの冷却保持を確認

不確かさの影響評価では、
炉心インベントリ80%の炉心
領域への残留、70%の下部プ
レナムへの移行を想定

反射体・遮へい集合体内の
強制対流冷却、集合体間
ギャップの自然対流冷却で
冷却保持を確認

炉心損傷後に原子炉容器内で損傷炉心物質を冷却して収束した場合の終状態

炉心が損傷した場合、格納容器破損防止措置により、損傷炉心物質を原子炉容器内で安定冷却し、損傷
炉心物質を原子炉容器内で保持する。その後、崩壊熱と自然放熱が釣り合うまで冷却を継続し、ナトリウ
ムが凝固して安定的に損傷炉心物質を原子炉容器内で保持した状態に移行させる。
放射性物質の減衰等のための冷却、取り出しのための技術開発、安全対策の検討後に、炉心上部機構等

の貫通孔からアクセスし、廃止に係る措置を実施する。
なお、廃止に係る措置の検討にあっては、フェルミ炉等の海外炉の炉心損傷後の廃止措置の知見及び

「常陽」の炉心上部機構の交換、炉容器内で変形した照射用実験装置の撤去作業から得られた知見を活用
する。

炉心原子炉容器

リークジャケット

安全容器

遮へい
グラファイト

コンクリート
遮へい体冷却系入口配管

原子炉容器

アルゴンガス

（解析対象外）

リークジャケット

（保温パネル含む）

窒素ガス

窒素ガス領域

炭素鋼板遮蔽体

窒素ガス領域

黒鉛

冷却パス構成用ダクト

窒素ガス

コンクリート遮蔽体ライナ

安全容器

窒素ガス領域

窒素ガス領域

ペデスタル

コンクリート

損傷炉心物質

冷却パス 遮蔽リング

下部黒鉛支持板

炉容器振止構造物

保温材

窒素ガス領域

ナトリウム

ビーム

振止内黒鉛支持板

スティール

通流部

窒素ガス領域

ナトリウム領域

窒素ガス領域

コールドレグ配管

（解析対象外） ホットレグ配管

（解析対象外）

炉心が損傷した場合、格納容器破損防止措置により、損傷炉心物質を安全容器内で安定冷却し、損傷炉
心物質を安全容器内で保持する。その後、崩壊熱と自然放熱が釣り合うまで冷却を継続し、ナトリウムが
凝固して安定的に損傷炉心物質を安全容器内で保持した状態に移行させる。
放射性物質の減衰等のための冷却、取り出しのための技術開発、安全対策の検討後に、炉心上部機構等

の貫通孔からアクセスし、廃止に係る措置を実施する。
なお、廃止に係る措置の検討にあっては、フェルミ炉等の海外炉の炉心損傷後の廃止措置の知見及び

「常陽」の炉心上部機構の交換、炉容器内で変形した照射用実験装置の撤去作業から得られた知見を活用
する。

炉心損傷後に安全容器内で損傷炉心物質を冷却して収束した場合の終状態
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制御棒の落下速度による影響評価 
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別紙 7-2 

UTOPの有効性評価における制御棒の異常な引抜きによる反応度添加率の設定について 

 

UTOP の有効性評価における制御棒の異常な引抜きによる反応度添加率の設定における反応度価値の計

算では、実験値と計算値の比や炉心サイズの不確かさ等を考慮した補正係数の最大値を適用し、反応度

価値変化率（微分反応度相対値）の計算では、基本ケースにあっては、BOC位置からの引き抜き、不確か

さ影響評価ケースにあっては、変化率が最大（炉心中央近傍）となる位置からの引き抜きを適用した（第

1表）。なお、不確かさ影響評価ケースのΔk/k/s単位の反応度添加率は、核設計で求め、MK-IV炉心の核

的制限値として設定する最大反応度添加率（0.00016Δk/k/s）と同じである。 

また、￠/s 単位への換算に用いた実効遅発中性子割合は、基本ケースにあっては、標準平衡炉心の計

算値とし、不確かさ影響評価ケースにあっては、計算値に 10%の不確かさを考慮した。 

 運転時の異常な過渡変化の「出力運転中の制御棒の異常な引抜き」では、上記の不確かさ影響評価ケー

スの計算値にさらに裕度を見込むために数値を切り上げ、既許可と同じ反応度添加率として 5￠/s を設

定しているが、上記のように UTOP の有効性評価における不確かさ影響評価ケースで使用している 4.2￠

/sは不確かさとして想定する幅として十分な保守性を有している。 

 

 

第 1表 反応度添加率の設定 

項目 基本ケース 不確かさ影響評価ケース 異常な過渡変化 

引き抜き制御棒の 

反応度価値 
2.8%Δk/k 

※1

 3.0%Δk/k 
※2

 3.0%Δk/k 
※2

 

引き抜き開始位置 401mm 傾きが最大となる位置 傾きが最大となる位置 

反応度価値変化率 2.1×10
-3

 mm
-1 ※3

 2.4×10
-3

 mm
-1 (一定) 2.4×10

-3

 mm
-1 (一定) 

実効遅発中性子割合 0.43% 0.38% 0.38% 

反応度添加率 3.0￠/s 4.2￠/s 5￠/s 

※1：後備炉停止制御棒全引き抜き時の反応度価値（第 1図パターン③参照）。 

※2：後備炉停止制御棒全挿入時の反応度価値（第 1図パターン①参照）。 

※3：制御棒引き抜き開始から 10 秒までの変化率（401mm→約 423mm）であり、その後 115 秒で 0 となる

ように徐々に減少（第 2図）。 
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※：反応度価値変化率が最大のときの反応度添加率を示す。 

第 1図 反応度価値の設定における制御棒パターン 

 

 

第 2図 制御棒ストローク曲線 

 

引き抜き開始から 

10秒までの変化率 

※ ※ ※ 
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BDBA評価における破損箇所及び破損規模の想定について 
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 「１次冷却材漏えい事故」における配管破損規模の想定 

 

１次冷却材の漏えいが生じると、原子炉冷却材液位が低下するとともに炉心流量が減少し、炉心の

安全な冷却に支障を来す可能性があるため、「１次冷却材漏えい事故」において、１次冷却材漏えい

による炉心冷却能力の低下について評価している。 

 

「１次冷却材漏えい事故」における破損位置及び破損形態の想定では、燃料被覆管及び冷却材温度

を高めに評価するために、破損口からの漏えい流速が大きくなる１次主循環ポンプと原子炉容器の

間の１次冷却系主配管に接続するドレン系統の小口径配管（以下「小口径配管」という。）の破断を

仮定している。 

また、炉心冷却能力の解析では、炉心流量がステップ状に減少するものとし、炉心流量の減少幅は

破損口からの最大の漏えい流速を包絡する 80kg/sとしている。 

 

小口径配管の破断の漏えい口の大きさ（約 22cm2）は、１次冷却系主配管における割れ状の漏えい

口（Dt/4）の大きさ（約 5cm2（1 次主循環ポンプ出口～原子炉容器入口の配管））を包絡する保守的

な仮定である。 

この仮定は、既許可で漏えい口を設定した際［1］に、板厚（t）を口径（D）に便宜的に置換する式

を小口径配管に適用できなかったこと、及び小口径配管の破断を仮定しても判断基準を満足するこ

とから、保守的な仮定として、小口径配管の破断を仮定したものである。 

 

なお、液位確保に関しては、１次主冷却系及び１次補助冷却系は、主要機器を二重容器とするとと

もに主要配管を内管と外管より成る二重管とし、二重壁内の空間容積を制限すること等により、１次

主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器において万一ナトリウム漏えいが生じた場合でも、原子炉

容器等の冷却材液位を１次主冷却系の循環に支障を来すことなく安全に炉心の冷却を行うことがで

きるレベル以上に保持することができる。 

 

上記の漏えい口の仮定は、既許可からの変更はなく、十分に保守的であり、安全設計上想定すべき

ものを包絡するものである。参考までに、ナトリウム冷却炉の設計の特徴及び配管破損に関する最新

知見を踏まえた破損口の評価を添付 1に示す。 

 

 

［1］：配管破損の形態と大きさについて（PNC TN243 81-06） 
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「常陽」１次主冷却系等の配管破損の特徴及び最新知見を踏まえた破損開口面積の評価 

 

1. 配管破損の特徴 

原子炉冷却材バウンダリを構成する配管には、以下に示す対策を講じており、設計条件において、

配管の破断が生じることはない。また、配管エルボに代表される応力集中部における熱膨張応力や熱

応力等による疲労（クリープ疲労）破損が、相対的に、最も注意すべき破損様式となるが、設計にあ

っては、当該破損様式も考慮しており、設計条件の下で配管の破損が生じることはない。 

（ⅰ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器には、高温強度とナトリウム環境効果に対

する適合性が良好なステンレス鋼を使用する。 

（ⅱ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管は、エルボを用いて引き回し、十分な撓性を備え

たものとする。 

（ⅲ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器は、冷却材温度変化による熱応力、設計地

震力等に十分耐えるよう設計する。 

（ⅳ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器の腐食を防止するため、１次冷却材の純度

を適切に管理する。 

ここで、相対的にリスクの大きい疲労破損の発生を想定した場合、当該破損は、疲労き裂が進展し、

配管肉厚を貫通した形態となる。この場合、配管の内圧が低いため、肉厚貫通時点又はそれ以前のき

裂から急速な伝播型破断が生じるおそれはない。 

 

2. 最新知見を踏まえた破損開口面積の評価 

最新知見において、24≦D/t≦127 の範囲の配管における破損開口面積は Dt/4、D/t＜24 の範囲の

小口径配管における破損開口面積は 6t2で評価できる［1］。当該式を用いた「常陽」配管の破損開口面

積を第 1表に示す。破損開口面積は 1次冷却材漏えい事故で想定している 22cm2を大幅に下回る。 

 

第 1表 破損開口面積 

区画 
配管（内管）仕様 

（D：配管外径、t：肉厚） 
D/t 

破損開口面積

（cm2） 

原子炉容器出口～ 
主中間熱交換器入口 

20B 配管（D：508.0mm、t：9.5mm） 約 53 約 12＊1 

1 次主循環ポンプ出口
～原子炉容器入口 

12B 配管（D：318.5mm、t：6.5mm） 49 約 5＊1 

充填・ドレン系統 2B配管（D：60.5mm、t：3.5mm） 約 17 約 0.7＊2 
＊1：Dt /4 (適用範囲 24≦D/t≦127) 
＊2：6t2 (小口径配管であるため、12t=D/2の換算を実施せず) 
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［1］：配管破損の形態と大きさについて（PNC TN243 81-06）※ 

※ 破損開口面積の評価式の導出においては、冷却材漏えい事故を想定するための工学的

モデルとして、以下の（ⅰ）、（ⅱ）の仮定を設けている。 

（ⅰ）供用開始時点において、大きなき裂状欠陥が存在すると仮定する。 

（ⅱ）設計条件を超える過大な荷重サイクルにより、この初期欠陥から疲労き裂が進

展し、壁厚貫通により冷却材の漏えいが生じると仮定する。 

また、破損開口幅の評価条件のうち、D/t比、配管内圧、配管物性値の温度を保守的に

設定するとともに、主冷却系配管については、破損開口長さも保守的に D/2としている。 
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配管破損の想定規模「Dt/4」と LBB評価 

 

LBB（Leak before break）の概念とは内部流体を含む構造物中に欠陥が存在し、それが運転中

に進展して貫通に至ったとしても、材料の靭性が十分に高いか、または作用する応力が低けれ

ば、漏えいを検知することにより破断することなしに適切な対応処置が講じることができ、す

なわち全断面瞬時破断（いわゆるギロチン破断）は起こらないとする概念である（日本機械学

会 発電用原子力設備規格 配管破損防護設計規格（JSME S ND1-2002）より）。 

 

1. 配管破損の想定規模 

上記に示すように、LBB は、全断面瞬時破断の発生を防止するための概念である。「常陽」の１次

冷却系配管は、延性に富む SUS304 を使用していることに加え、その内圧は低く、亀裂の肉厚貫通時

点またはそれ以前の亀裂から急速な伝播型破断が生じることはないため全断面瞬時破断のような大

規模な破損が生じ難い条件を有しており、漏えい先行型破損(Leak before break)が確保される。 

他方、配管破損の想定規模(Dt/4)はもんじゅの 1 次冷却材漏えい事故に対する安全評価を行うに

あたって採用された配管破損の想定規模であり、高速炉の特徴を踏まえた破損の様相および形態を

踏まえて破壊力学に基づき設定されたものである[1]。このなかでは、急速な伝播型破断が生じないこ

とは、延性に富む SUS304 を使用していることに加え、その内圧は低いことから基本的な前提条件と

されている。 

「常陽」の配管において貫通亀裂が発生し、Dt/4 の破損口の面積よりナトリウムの漏えいが生じ

た場合には、原子炉容器内液位が「炉内ナトリウム液面低」の原子炉トリップ設定値に至った時点で、

「炉内ナトリウム液面低」の原子炉トリップ信号により原子炉は自動停止するため、貫通亀裂発生後

にも運転が継続され、亀裂が成長し開口面積が拡大することはない。また、貫通亀裂が生じナトリウ

ム漏えいが発生した場合、ナトリウム漏えい検出器により、ナトリウム漏えいが検出され、中央制御

室に警報を発するため、これらの警報に応じて、運転員は手動で原子炉を停止することができる。 

上記のとおり「常陽」の１次冷却系配管は延性に富む SUS304 を使用していることに加え、その内

圧は低いことならびに貫通亀裂からの漏えいにより「炉内ナトリウム液面低」により自動停止するこ

とから、漏えい先行型破損が確保され、配管破損の想定規模は Dt/4となる。 

 

2. 貫通亀裂の成長による不安定破壊への進展 

1 次冷却系配管は延性に富む SUS304 を使用していることに加え、その内圧は低いため、亀裂が急

速に伝播することはない。また、応力腐食割れも想定されないことから、主たる亀裂進展の駆動力は

プラントの運転にともなう繰返し熱応力となる。 

この繰返し熱応力は、起動と停止のサイクル等で発生するものであるが、1.に示した Dt/4 の貫通

亀裂は、安全評価のために、実際のプラントにおいて熱応力が発生する繰り返し回数を大きく超える

仮想的な繰り返し数を設定し評価されている。 

このため貫通亀裂が成長するには、仮想的な繰返し数をさらに上回る期間の運転が必要となるこ

とから、微小な貫通亀裂の成長を考慮する必要はない。 

他方、上記のとおり 1次冷却系配管は延性に富む SUS304 を使用していることに加え、その内圧は
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低いため不安定破壊の発生に至る亀裂の長さは極めて大きく、既往の評価に準ずる[1]と亀裂長さはメ

ートルのオーダーである。 

したがって、貫通亀裂が発生した上に、Dt/4 を超えて成長し、液面低により原子炉が停止するこ

となく不安定破壊に至るまで拡大することはない。 

 

[1] 配管破損の形態と大きさについて（PNC TN243 81-06） 
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想定亀裂長さ 12tの設定の考え方 

 

 

配管系における応力集中部には、エルボの横腹部が該当する。当該部において、繰返し荷重による

疲労破損で生じる貫通亀裂は、軸方向に発生することが想定される。 

過去に実施されたエルボの横腹部やエルボの端点等に人工欠陥を設けた試験体に対する高温疲労

試験では、エルボ横腹部の人工欠陥から亀裂が進展・貫通することが確認されており、この想定は妥

当である[1]。 

また、既往検討における配管の軸方向の亀裂の進展解析では、亀裂が貫通した際に、亀裂長さ(ℓ)

が最も大きくなるのは純曲げ応力の場合であることが確認されており、その場合の亀裂長さ(ℓ)は、

板厚(t)に対して次式で与えられる[2]。 

 

    ℓ＝12t        ・・・・・ (1) 

 

エルボ横腹部に人工欠陥を有した複数のエルボの疲労試験においては、貫通時の亀裂長さは 8t 以

下であり、12tを下回ることを確認している[1]、[3]。また、亀裂長さの算定に用いた解析プログラムの

妥当性についても確認している[4]。上記設定では、円筒の軸方向亀裂の貫通時長さに、円筒の曲率は

影響を及ぼさないため、小口径と大口径を区分する必要はない。 

 

なお、JIS規格において、「呼び径 3B以上であって、Sch10S以下又は呼び径が 4B以上で Sch20S以

下のステンレス鋼管」では D/t≧24 であることから、式(1)を次式のように変換し、開口幅 t/2 を乗

じて Dt/4 と設定している。一方、当該規格に該当しない小口径配管（2B）については、本変換を実

施せずに、亀裂長さ 12tに開口幅ｔ/2を乗じて 6t2としている。 

 

    ℓ≈12t≦D/2・・・・・ (2) 

 

[1] Y. Sakakibara, et al, “Fatigue crack propagation from surface flaw of elbows”, 

Transaction of SMiRT 6, Vol.E, 1981 

[2] 動力炉・核燃料開発事業団, “配管破損の形態と大きさについて”, PNC TN243 81-06, 1981 

[3] Daniel Garcia-Rodriguez and Y.Sakakibara, “Fatigue Crack Propagation Experimental 

Evaluation and Modeling in an Austenitic Steel Elbow From a LMFBR Primary System Piping”, 

Proceedings of ASME pressure vessel piping conference, PVP2014-28388, 2014 

[4] 動力炉・核燃料開発事業団, “大口径ナトリウム配管の不安定破壊評価について”, PNC TN9410 

93-051, 1992  
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「１次冷却材漏えい事故」における小口径配管の破断の代表性 

 

 

１次冷却材の漏えいが生じると、原子炉冷却材液位が低下するとともに炉心流量が減少し、炉心の

安全な冷却に支障を来す可能性があるため、「１次冷却材漏えい事故」において、１次冷却材漏えい

による炉心冷却能力の低下について評価している。 

 

「１次冷却材漏えい事故」における破損位置及び破損形態の想定では、燃料被覆管及び冷却材温度

を高めに評価するために、破損口からの漏えい流速が大きくなる１次主循環ポンプと原子炉容器の

間の１次冷却系主配管に接続するドレン系統の小口径配管（以下「小口径配管」という。）の破断を

仮定している。 

また、炉心冷却能力の解析では、炉心流量がステップ状に減少するものとし、炉心流量の減少幅は

破損口からの最大の漏えい流速を包絡する 80kg/sとしている。 

 

小口径配管の破断の漏えい口の大きさ（約 22cm2）は、１次冷却系主配管における割れ状の漏えい

口（Dt/4）の大きさ（約 5cm2（1 次主循環ポンプ出口～原子炉容器入口の配管））を包絡する保守的

な仮定である。 

 

上記の漏えい口の仮定は、既許可からの変更はなく、十分に保守的であり、安全設計上想定すべき

ものを包絡するものである。参考までに、１次冷却材漏えいの起因となる可能性がある原子炉冷却材

バウンダリ一覧と当該部からの漏えい流速の計算値を添付 5に示す。 
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１次冷却材漏えいの起因となる可能性がある原子炉冷却材バウンダリ一覧 

 

1. 配管破損の特徴 

原子炉冷却材バウンダリを構成する配管には、以下に示す対策を講じており、設計条件において、

配管の破断が生じることはない。また、配管エルボに代表される応力集中部における熱膨張応力や熱

応力等による疲労（クリープ疲労）破損が、相対的に、最も注意すべき破損様式となるが、設計にあ

っては、当該破損様式も考慮しており、設計条件の下で配管の破損が生じることはない。 

（ⅰ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器には、高温強度とナトリウム環境効果に対

する適合性が良好なステンレス鋼を使用する。 

（ⅱ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管は、エルボを用いて引き回し、十分な撓性を備え

たものとする。 

（ⅲ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器は、冷却材温度変化による熱応力、設計地

震力等に十分耐えるよう設計する。 

（ⅳ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器の腐食を防止するため、１次冷却材の純度

を適切に管理する。 

ここで、相対的にリスクの大きい疲労破損の発生を想定した場合、当該破損は、疲労き裂が進展し、

配管肉厚を貫通した形態となる。この場合、配管の内圧が低いため、肉厚貫通時点又はそれ以前のき

裂から急速な伝播型破断が生じるおそれはない。 

 

2.  原子炉冷却材バウンダリを構成する配管の破損開口面積の評価の一覧 

24≦D/t≦127 の範囲の配管における破損開口面積は Dt/4、D/t＜24 の範囲の小口径配管における

破損開口面積は 6t2で評価できる（添付 1 参照）。当該式を用いて計算した漏えい流速を第 1 表に示

す。漏えい流速は 1 次冷却材漏えい事故で想定している 80kg/sを大幅に下回る。なお、１次純化系

及び１次オーバフロー系は、１次主冷却系の流路に直接接続していないため、漏えいにより直接的に

炉心流量が減少しないため、第 1表に記載していない。 
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第 1表 原子炉冷却材バウンダリを構成する配管からの漏えい流速の一覧 

系統 区画 
配管（内管）仕様 

（D：外径、t：肉厚） 

破損開口

面積

（cm2） 

漏えい流

速(kg/s) 

１次主冷却系 原子炉容器出口～主中間熱交
換器入口（ホットレグ配管） 

20B配管 
（D：508.0mm、t：9.5mm） 

約 12 約 20 

１次主冷却系 1 次主循環ポンプ出口～原子
炉容器入口（コールドレグ配
管） 

12B配管 
（D：318.5mm、t：6.5mm） 

約 5 約 20 

１次補助冷却系 原子炉容器出口～補助中間熱
交換器入口（ホットレグ配管） 

4B配管 
(D：114.3mm、t：4.0mm) 

約 1  約 1 

１次補助冷却系 補助電磁ポンプ出口～原子炉
容器入口（コールドレグ配管） 

3B配管 
(D：89.1mm、t：4.0mm) 

約 1 約 3 

充填・ドレン系
統※1 

1 次主循環ポンプ出口～原子
炉容器入口（コールドレグ配
管） 

2B配管（D：60.5mm、t：
3.5mm） 

22 80 

※1：１次冷却材漏えい事故で想定している破損 
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BDBAにおける配管破損の想定

⚫ 「常陽」の原子炉冷却材バウンダリを構成する配管には、以下に示す対策を講じており、設計条件において、配管の破断が生
じることはない。また、配管エルボに代表される応力集中部における熱膨張応力や熱応力等による疲労（クリープ疲労）破損
が、相対的に最も注意すべき破損様式となるが、設計にあっては、当該破損様式も考慮しており、設計条件の下で配管の破
損が生じることはない。
（ⅰ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器には、優れた高温強度を有しナトリウム環境効果に対する適合性が良

好なステンレス鋼を使用
（ⅱ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管は、エルボを用いて引き回し、十分な撓性を備えたものとする。
（ⅲ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器は、冷却材温度変化による熱応力、設計地震力等に十分耐えるよう

設計
（ⅳ）１次主冷却系及び１次補助冷却系の配管・機器の腐食を防止するため、１次冷却材の純度を適切に管理

⚫ 他方、配管が破損すると原子炉冷却材流量及び液位が低下すること、及び先行炉でナトリウム漏えいが発生していることか
ら、異常事象として、ナトリウム漏えいを想定する必要がある。

⚫ ナトリウム漏えいの想定における漏えい口の大きさの設定は、DBA及びBDBAともに既往知見[1]に準じてナトリウム配管のエ
ルボ部に対して設定しているが、BDBAの有効性評価における条件設定においては、現実的な条件を用いた最適評価を行う
ことを基本とするため、設計基準事故の想定に含まれる保守性を合理化することで、より現実的な漏えい口の大きさを設定し
ている。

⚫ BDBAにおける漏えい口の大きさの評価においては、大きく保守性を有する亀裂長さや破損口の形状の仮定について、合理
的な値を適用しており、DBAの想定よりも、より現実的なt2(t:配管板厚)を漏えい口の大きさとして設定している。

⚫ t2の配管の漏えい口の大きさは、後述の「配管破損規模の想定の保守性」に示すとおり、ナトリウム漏えい速度を大きく見積も
るための保守性を確保している。また、後述の「配管の破損部位の想定」に示すとおり、供用開始時点において、大きな亀裂
状欠陥が存在することや、設計条件を超える応力サイクルにより、この初期欠陥から、疲労により亀裂が成長し、肉厚貫通に
より冷却材漏えいが生じると仮定するなど、実際に発生するとは考えにくい想定が含まれているため、設計条件の下で同様の
規模の配管の破損が生じる可能性は極めて低い。

⚫ なお、 t2の配管の漏えい口の大きさは、国内外先行炉で発生したナトリウム漏えい事象の規模と比較しても、ナトリウム漏えい
速度を大きく見積もる保守的なものである。

[1] 動力炉・核燃料開発事業団, “配管破損の形態と大きさについて”, PNC TN243 81-06, 1981
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配管の漏えい口の大きさについて 

 

配管の漏えい口の大きさについては、既往知見［1］に基づき t2 (tは配管厚さ)とする。なお、既往

知見［1］では、JIS規格では呼び径 3B以上であって、Sch10S以下または呼び径が 4B以上で Sch20S以

下のステンレス鋼管では、D/t ≥ 24(D は配管外径)となることに基づき、貫通時の想定亀裂長さ 12t

を D/2 に置き換え、加えて JIS 規格ではステンレス鋼管はD/t ≤ 127であることに基づき想定する漏

えい亀裂を長さ D/2、幅 t/2のスリット状と算定したことから、配管の漏えい口の大きさを配管の外

径を用いた Dt/4 として設定しているが、本件ではこのような置き換えを行わないで板厚により配管

の漏えい口の大きさを設定する。具体的には既往知見[1]に基づき式を展開することで以下のとおり配

管の漏えい口の大きさとして t2を設定した。 

 

1) 貫通時の亀裂長さ(ℓ )[1] 

ℓ = 12𝑡     (1) 

 

2) 貫通時の亀裂中央の開口幅(δ)[1] 

 

δ =
4ℓ𝑀

𝐸
𝜎𝜃

𝑚 =
2ℓ𝑀𝐷𝑝

𝐸𝑡
  (2) 

 

ここで、E：縦弾性係数 

         𝜎𝜃
𝑚：周方向膜応力,  

0.29𝜆          M：形状係数 , 𝑀 = 1.6 +

         

 

                                        D：配管外径 

                                        ν：ポアソン比 

 

(3) 貫通時の亀裂開口面積(S ) 

貫通時の亀裂開口面積(S )を長さ(ℓ )で幅(δ )である楕円形とすると、上記の(1)及び(2)より貫

通時の亀裂開口面積(S )は次式で与えられる。 

𝑆 = π ×
ℓ

2
×

𝛿

2
  (3) 

  

(4) 「常陽」の設計想定外事象における配管の漏えい口の大きさ(SA) 

設計想定外事象における配管の漏えい口の大きさとして、漏えいナトリウム量を多く見積もるた

めに式(2)について、既往知見で条件とされたのと同等[1]に低エネルギー配管注)の最高運転圧力

1.9MPa とした上で、運転温度を 650℃(式(2)における縦弾性係数を 144157MPa とする)とし、さらに

は既往知見［1］と同じく JIS におけるステンレス鋼鋼管では、D⁄t≤127 となることを踏まえて式(2)を

𝜎𝜃
𝑚 =

𝑝𝐷

2𝑡
 

λ = √12(1 − 𝜈2)
4

×
ℓ

2
√

𝐷𝑡

2
⁄  
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展開すると以下となる。 

 

式(2)における Mは、ℓ = 12𝑡、ポアソン比(ν)を 0.3とすると。 

𝑀 = 1.6 + 0.29𝜆 

           λ = √12(1 − 𝜈2)
4

×
ℓ

2
√

𝐷𝑡

2
⁄ = 1.285 × ℓ √𝐷𝑡⁄  

              = 1.285 × 12𝑡 √𝐷𝑡⁄ = 15.42√
𝑡

𝐷
 

これより 

𝑀 = 1.6 + 0.29𝜆 = 1.6 + 0.29 × 15.42√
𝑡

𝐷
 

式(2)で算定されるδは上記 Mおよびℓ = 12𝑡から 

 

δ =
2ℓ𝑀𝐷𝑝

𝐸𝑡
=

2 × 12𝑡

𝐸𝑡
(1.6 + 4.472√

𝑡

𝐷
) 𝐷𝑝 

   =
24

𝐸
(1.6 (

𝐷

𝑡
) + 4.472√

𝐷

𝑡
) 𝑝𝑡 

 

ここで𝐷/𝑡 ≤ 127を適用すると 

  ≤
24

𝐸
(1.6 ∗ 127 + 4.472√127)𝑝𝑡 

  ≤ 6086
𝑝𝑡

𝐸
 

ここで、pは 1.9MPa、縦弾性係数は 144157MPa(14700×9.80665)とすることから 

 

δ ≤  8.02 × 10−2𝑡  (4) 

 

したがって、式(1)により想定亀裂長さ 12tとすると、式(3)より開口面積として次式が導かれる。 

𝑆 ≤ π ×
12𝑡

2
×

8.02 × 10−2𝑡

2
= 0.76𝑡2  (5) 

 

ここで、さらに漏えいナトリウム量を多く見積もるために係数を丸めると次式となる。 
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𝑆 ≤ 0.76𝑡2 ≤ 𝑆𝐴 = 𝑡2  (6) 

 

注) 既往知見[1]では「moderate energy fluid system」について中エネルギー流体系配管と邦訳して

表現しているが、本件では[原子力規制庁, “原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド”, 原規技発

第 1408064 号, 2014”]に合わせて低エネルギー配管と表現した。 

 

参考文献 

[1] 動力炉・核燃料開発事業団, “配管破損の形態と大きさについて”, PNC TN243 81-06, 1981 

 

 

  

[1284]



53条(1)-別紙 7-3-16 

 

想定した開口面積の発生確率の検討 

 

「常陽」の事象選定のための PRA では、LORL に至る起因事象として考慮した部位での 1 次冷却系

内管及び外管の破損確率の算定にあたっては、評価の煩雑さを避けるため保守的に漏えい規模によ

る区別をせず、すなわち特定の規模の漏えいを除外することなく、単純に漏えいに至る破損を考慮し

て算定した。 

このため、想定破損部位において開口面積を設定する考え方に照らすと、保守的な頻度及び確率評

価となっている。 

なお、漏えい規模による区別をしていないことから、漏えい規模の確率分布を推定した研究※１は

適用していないが、同報告書において調査されたナトリウム漏えい事象と比較して、「常陽」の漏え

い規模の想定は過小ではないことを確認している。また、同様に、配管破断を伴うような漏えい量、

漏えい率の事象は発生していないことを確認している。 

 

※１ JNC-TN9400-2005-017 「もんじゅ」レベル 1PSAのためのナトリウム漏洩事象における漏洩

規模の確率分布の推定 
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LF時の燃料破損検出時の原子炉停止と 

放射性物質の閉じ込め・貯留の手順 
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炉心燃料集合体の瞬時完全閉塞について 
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LFの格納容器破損防止措置の有効性評価 
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ボイド反応度が正となる領域と事象推移への影響 
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最終的即発臨界超過に至るまでの炉心物質挙動の視覚的説明 
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遷移過程解析における炉心物質の粘性の影響について 
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遷移過程解析における炉心物質の流動性とその影響について  
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高速炉燃料ペレットの急速加熱時の過渡挙動について 
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１．高速炉燃料ペレットの加熱時の過渡挙動に関する実験的知見 

照射済み高速炉燃料ペレットの過出力時の挙動を解明するため多くの炉外及び炉内の過渡加熱

試験が実施された。それらの中で、燃料ペレットの過渡挙動を直接可視化して観察したものとして、

米国 Argonne 研究所で行われた DEH 炉外試験[1]、米国 Sandia 研究所のパルス試験炉 ACRR を用い

て行われた FD炉内試験[2]がある。これらの試験では、EBR-II炉で約 3〜5a/o 程度まで照射された

MOX燃料ペレットを炉外で直接通電加熱あるいはパルス炉で核加熱し、その挙動を高速度カメラで

撮影している。 

代表的な炉内試験である FD2.6 試験の可視化画像を第 1図に示す。この試験は燃焼度 5.3a/o の

燃料ペレットを用い、加熱速度は数 100K/s と比較的高い速度であるが、燃料ペレットが溶融して

流動化（9.158s の frothing）するまで燃料ペレットはその形状を維持しており、有意な燃料スエ

リングが生じていないことが確認できる。一方、炉外の DEH試験では数 10K/s 程度の低い加熱速度

による試験が実施された。代表的な DEH I-28試験の可視化画像を第 2図に示す。この試験は燃焼

度 3.5a/oの燃料ペレットを用い、加熱速度はペレット表面で約 50K/s 程度、ペレット中心領域で

約 100K/s 程度である（放熱の影響で表面の温度上昇率は内部よりも小さい。）。燃料表面は固体の

ままであるが 22.6s までの燃料温度の上昇に従って燃料ペレットの半径が大きく増加している様

子が確認できる。 

これらの試験結果に基づいて、燃料ペレットの過渡挙動に対する加熱速度の影響に関する知見

をまとめた結果を第 3 図及び第 4 図に示す。これらの図には前述の 2 つの試験以外からの知見も

総合的にまとめている。第 3図は 10～10,000K/sの加熱速度の範囲について、対応する実験名、燃

料ペレット（固相及び液相）の崩壊モード、及び燃料崩壊メカニズムの全体像を整理したものであ

る。第 4図は燃料内に存在する FPガスの挙動をモデル化した解析の結果と組み合わせることで、

燃料温度と加熱速度の関数として燃料崩壊のメカニズムを FD シリーズ試験の条件と共にマップと

して表示したものである。これらの結果から、燃料ペレットが固体状態で割れる（固相クラッキン

グ）には 1,000K/s以上の高い加熱速度が必要であること、100K/s以下の低い加熱速度では燃料ペ

レットの昇温時に固相スエリング（大規模な膨張）が発生すること、固相スエリングのメカニズム

としては空隙拡散、より高温時には塑性クリープが推定されることなどが示された。 

顕著な固相スエリングが観測された DEH I-28試験について、熱伝導計算を行ってペレットの径

方向温度分布の時間変化を評価した結果を第 5 図に示す。破線で示されているのは燃料温度が融

点に達した領域で、時刻 5.0sごろに中心溶融が開始し、加熱を停止した 22.6s には半径 0.7 まで

溶融キャビティが拡大していることが分かる。第 2図でスエリング（燃料の膨らみ）の開始が見ら

れるようになるのは 20.0s 前あたりからであり、その時点では FP ガス、揮発性核種、燃料蒸気を

含む溶融キャビティの圧力上昇がペレット周辺の残存固体領域の変形に寄与する可能性が考えら

れる。固体領域の温度条件については、スエリングが始まる 20.0s の時点で燃料表面温度は約

2,200Kであるのに対して、非再組織化領域の平均温度は約 2,650Kに達している。この時点の表面

温度である約 2,200K まで昇温すれば、燃料は割れることなく大規模な変形が可能となる可塑性を

有することがわかる。試験後検査で撮影した非再組織化領域の断面金相写真を第 6図に示す。燃料

から放出された FP ガスによる微小な空孔が拡散・成長した空隙が多数形成されており、その空隙

率は 44%に達すると報告されている。すなわち、100K/s程度以下の比較的緩慢な加熱速度では固相
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状態での顕著なスエリングが生じることがペレット表面形状の観察と試験後検査で行った金相写

真の結果から確認できた。 

 

２．「常陽」遷移過程における燃料ペレットの挙動 

「常陽」の代表的な評価事故シーケンス ULOF（ⅰ）の遷移過程解析においては、全炉心でボイド

反応度係数が負であることなどから冷却材の沸騰と燃料損傷が進行しても出力は上昇せずに緩慢

な事象推移となる（約 130s までの出力の時間履歴を第 7 図に示す。）。正の反応度挿入により出力

の大きな変動が生じる約 115s までの出力レベルは定格出力の約 20〜75%で推移する。この間の出

力を燃料の加熱速度に換算すると約 40〜150K/sである（第 8図）。 

炉心損傷が緩慢に進展するに応じて、被覆管の溶融後に固体のまま崩落した燃料ペレットにつ

いて 1,800Kから融点である約 3,000Kまで 200K毎の温度範囲に含まれる質量の時間変化を第 9図

に示す。この図には溶融燃料及び溶融後に再び固化した再固化燃料粒子の質量も示している。図か

ら明らかなように、崩落した燃料の約 1/3 程度は顕著な固相スエリングが生じた非再組織化領域

の平均温度である約 2,650K 以上で数 10秒間にわたって約 40〜150K/sの加熱速度で加熱されてい

る。以上のことから、「常陽」の遷移過程においては、これらの崩壊した固体燃料では長時間にわ

たって顕著な固相スエリングが実験的に観測された加熱速度及び温度条件におかれることから、

同様のスエリングが生起されると考えられる。 

有効性評価における評価対象炉心において、DEH試験で顕著なスエリングの発生が確認されてい

る I-28試験燃料ペレットの燃焼度 3.5a/o以上の燃焼度を有する集合体の割合は約 47%である。Ｓ

ＩＭＭＥＲ-Ⅳを用いた有効性評価の解析では、燃料ペレットが堆積してデブリベッドを形成する

場合の燃料ペレット間の空隙率を 30%としている。また、スエリングによる固体燃料の体積増加は

50%程度[2]と報告されている。以上から、流路に崩落した燃料ペレットの 47%の内の 1/3 がスエリ

ングによって 1.5 倍に体積が増加して空隙率 30%で堆積し、その間隙を溶融スティールが占める

と、燃料デブリベッドの高さは約 0.29m、溶融スティールを含めた炉心物質の高さは約 0.34mとな

り、「常陽」の炉心高さ 0.5m の約 68%である。実際には、燃焼度 3.5a/o 以下の燃料ペレットも同

程度のスエリングをすると考えられることから、「常陽」の遷移過程の現実的な事象推移における

炉心は、スエリングした燃料ペレットと溶融スティールからなるデブリベッドで少なくとも炉心

高さの約 70%程度の高さを占めることになると考えられる。 

 

３．まとめ 

照射済みの高速炉用燃料ペレットの急速加熱時の過渡挙動に関する実験的知見に基づいて、固

体燃料に顕著な固相スエリングが発生する加熱速度（温度上昇率）及び温度レベルの範囲を明らか

にした。「常陽」遷移過程の事象推移においては、炉心損傷の進展とともに崩落した燃料ペレット

が長時間にわたり緩慢な加熱速度により昇温されるため、大規模なスエリングが発生し、スエリン

グした燃料ペレットと溶融スティールからなるデブリベッドで少なくとも炉心高さの約 70%程度

が占められると予想される。ただし、「常陽」の格納容器破損防止措置の有効性評価における遷移

過程解析においては、第 10 図に示すように損傷した燃料の凝集による正の反応度挿入を保守的に

評価するため、仮想的にスエリングを無視し、燃料ペレットのデブリベッドの間隙を溶融スティー
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ルが満たした流動性が極めて低い炉心物質が粘性率零で流動するとの想定を用いた解析を実施し

た。 

 

 

参考文献 

［1］G. Bandyopadhyay, “Fuel and Fission Gas Response to Simulated Thermal Transients: 

Experimental Results and Correlation with Fission Gas Release and Swelling Model,” 

Nucl. Tech., Vol.40, pp.62-78, 1978. 

［2］S. A. Wright, et al., “In-Pile Determination of Fuel Disruption Mechanisms under LMFBR 

Loss-of-Flow Accident Conditions,” Nucl. Tech., Vol.71, pp.326-340, 1985. 
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第 1 図 FD2.6 試験の可視化画像[2] 

  

著作権の関係から公開できません。 
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第 2 図 DEH I-28 試験の可視化画像[1]  

 

 

第 3 図 燃料の崩壊スペクトル[2] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3a図 燃料の崩壊スペクトル（第３図の日本語訳） 

  

著作権の関係から公開できません。 

著作権の関係から公開できません。 

著作権の関係から公開できません。 
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第 4 図 燃料破損マップ [2] 

  

著作権の関係から公開できません。 
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第 5 図 DEH I-28 試験ペレットの径方向温度分布の時間変化 [1] 

 

 

第 6 図 DEH I-28 試験後の非再組織化領域の断面金相写真 [1] 

  

著作権の関係から公開できません。 

著作権の関係から公開できません。 
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第 7図 「常陽」ULOF（ⅰ）基本ケースの炉出力履歴 

 

 

第 8図 「常陽」ULOF（ⅰ）基本ケースの燃料加熱速度（2,600Kの物性値で評価） 
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第 9図 「常陽」ULOF（ⅰ）基本ケースの流路内燃料ペレット（温度範囲毎）、再固化燃料粒子 

及び溶融燃料の質量の時間変化 
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1. FCI試験の粒径とナトリウム温度の関係 

第 1 表に FCI 試験におけるナトリウムプール温度条件と粒子径の中央値を整理したものを示す。

FRAG 試験（第 1 図）[1]についてはグラフ読取値の内挿で粒子径の中央値を求めた。FARO/TERMOS T1

試験（第 2図）[2]については「BOTTOM」において質量割合約 30%以下までのデータのみが示されてい

るが、50%まで外挿した値を用いて、「BOTTOM」「CENTER」「TOP」の平均を求めると約 500µmとなる。 

第 3 図に横軸をナトリウムプール温度、縦軸を粒子径の中央値として各試験の条件をプロットし

たものを示す。ナトリウムプール温度条件と粒子径の中央値には相関は見られなかった。これらの試

験では粒子径は概ね 400～500µm 程度である。FRAG4 試験のみ 270µm と小さな粒径となっている原因

は試験レポート[1]にも粒径の小さい事への言及や、違いの分析は報告されていない。FRAG4試験以外

の試験では 250℃〜690℃の温度範囲にわたって粒径は 400〜500µm程度であることから、有効性評価

に用いる粒径の最確値はこの粒径範囲の下限である 400µm、特異的に小さな値を与えている FRAG4試

験の 270µmを不確かさの影響評価における保守的な値として用いることが適切であると判断した。 

各試験における粒径は第 1図と第 2図に示すように数 10µmから数 1,000µmまでの分布を持ってい

る。冷却性評価に用いる代表粒径はこれらの分布の質量中央値を用いた。これは今回デブリの冷却性

評価に用いた Lipinskiモデルと同じモデルを採用している MAAPコードの MCCI モデルによる BWRの

MCCIデブリ冷却性評価[3]において、FARO LWR試験[4]及び COTELS試験[5]で得られた粒径分布の質量中

央値を用いていることに準じたものである。一方、一般に粒径分布の Sauter 平均値は質量中央値よ

りも小さな値を与える。粒径分布の不確かさ影響評価では、その影響も考慮することとして、FRAG4

試験の粒径の Sauter平均値である 130µmとして冷却性を評価する。 

 

2. デブリベッド冷却評価に対する粒径の影響 

評価事故シーケンス ULOF（ⅰ）と ULOF（ⅲ）のうち、下部プレナムへの損傷炉心物質の移行量が

多い ULOF（ⅲ）の基本ケース（粒径 400µm）に対して、粒径を 130µmとして粒径の不確かさの影響評

価を行った。結果を第 4図に示す。基本ケースでは、デブリベッド最高温度は約 1,200秒後に約 640℃

まで上昇し、その後は崩壊熱の減衰とともに低下する。粒径を 130µmとした不確かさの影響評価ケー

スでは、デブリベッド最高温度は約 1,900秒後に約 880℃まで上昇し、その後は崩壊熱の減衰ととも

に低下する。いずれのケースにおいても、デブリベッド最高温度はナトリウムの沸点（910℃）以下

であり、サブクール状態を維持しながら、安定冷却に移行する。 
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第 1表 ナトリウムプール温度条件と粒子径の中央値 

試験名 ナトリウム温度 

[℃] 

粒子径の中央値 

[µm] 

備考 

FRAG4 420 276.3 グラフ読取値の内挿（第 1図） 

FRAG5 250 420 

FRAG6 690 461.5 

FRAG13 500 474 

FARO/TERMOS T1 400 約 500 「BOTTOM」「CENTER」「TOP」の平均値 

（第 2図） 

 

 

  

 

 

第 1図 FRAG試験における粒径分布 

（参考資料[1]の図に追記） 

第 2図 FARO/TERMOS試験における粒径分布 

（参考資料[2]の図に追記） 

 

  

著作権の関係から

公開できません。 

[1319]



 

53条(1)-別紙 8-7-4 

 

 

 

第 3図 ナトリウムプール温度条件と粒子径の中央値 

 

 

第 4 図 ULOF（ⅲ）におけるデブリベッド最高温度の履歴 
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プラグ応答及びナトリウム噴出量の解析について 

 

事象グループ「炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）」の格納容器破損防

止措置の有効性評価は、事象進展をいくつかの過程に分けて行う。機械的エネルギーによる構造応答

評価及びナトリウム噴出量の評価の過程（以下「機械的応答過程」という。）は、機械的エネルギー

の解析、原子炉容器の構造応答解析及びナトリウム噴出量の解析を組み合わせることにより行う。機

械的応答過程の解析の流れを第 1図に示す。 

ナトリウム噴出量の解析では、先行して実施される機械的エネルギーの解析により得られる、回転

プラグ下面に作用する圧力の時間履歴を入力として、ＰＬＵＧを用いて回転プラグ及び固定ボルトの

応答並びに回転プラグの間隙から格納容器（床上）へ噴出するナトリウム量を解析する。 

以下に、ナトリウム噴出量の解析の目的、解析方法、解析ケース、解析条件及び解析結果について

記す。 

 

1. 解析の目的 

この解析では、機械的エネルギー発生時の原子炉容器内圧力上昇によって引き起こされる回転プラ

グの動的応答と、これに伴い回転プラグの間隙から格納容器（床上）に噴出するナトリウム量を評価

することを目的とする。 

 

2. 解析方法 

ナトリウム噴出量の解析はＰＬＵＧを用いて行う。ＰＬＵＧは、回転プラグ下面に作用する圧力履

歴による回転プラグの動的応答と、回転プラグ間隙を通じて格納容器（床上）へと噴出するナトリウ

ム量を解析する計算コードである。 

ＰＬＵＧの主要な入力は、回転プラグの重量及び受圧面積、回転プラグの固定ボルトの幾何形状及び

材料特性並びに回転プラグ下面に作用する圧力の時間履歴である。これらを入力として回転プラグの

動的応答を解析し、回転プラグの変位、固定ボルトのひずみ及び格納容器（床上）に噴出するナトリウ

ム量を計算する。 

なお、格納容器（床上）へのナトリウムの噴出経路となる回転プラグ間隙部の空間体積は初期には

アルゴンガスにより満たされているため、この空間が流入してくるナトリウムで満たされた後に初め

て格納容器（床上）にナトリウムが噴出することになる。すなわち、回転プラグ間隙部の空間に流入

するナトリウム量がこの空間体積よりも少ない場合、格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じ

ない。 

 

3. 解析ケース 

機械的エネルギーの解析における基本ケース（機械的エネルギー1.8MJ）及び不確かさを考慮した

ケース（機械的エネルギー3.6MJ）の 2ケースとする。 

 

4. 解析条件 

4.1. 解析体系 
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ＰＬＵＧによるナトリウム噴出量の解析の解析体系を第 4.1.1図に示す。解析体系作成の方針は以

下の通り。 

 回転プラグを構成する大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構をモデル化し、各プラグに

作用する圧力に対する力の伝達経路を同定して、作用の及ぶ固定ボルトをモデル化する。回転プ

ラグの重量、受圧面積、固定ボルトの材質、呼び径、有効長及び本数を第 4.1.1表に示す。 

 カバーガスの存在は無視して、ナトリウムは最初から回転プラグ下面に接しているものとする。 

 ナトリウムの噴出経路となる回転プラグ間隙部の垂直部分は環状流路として、水平部分は矩形流

路としてモデル化する。 

 

4.2. 基本ケースの解析条件 

基本ケースの解析条件及び解析上の仮定は以下のとおり。 

 回転プラグ下面に作用する圧力の履歴は、機械的エネルギーの解析の結果得られる圧力履歴を用

いる。大回転プラグ及び小回転プラグの下面は同一高さに位置するため同じ圧力履歴を用いる。

炉心上部機構の下面はこれより 3.6mほど下方であるため、該当する高さの圧力履歴を用いる。

第 4.2.1図に基本ケースの入力となる回転プラグ下面に作用する圧力履歴を示す。 

 回転プラグが衝突する際の反発は、反発係数を考慮した反発モデルを用いて計算する。 

 ボルトが初期に締め付けられている場合はその初期締め付け力を考慮する。 

 

4.3. 不確かさを考慮したケースの解析条件 

不確かさを考慮したケースの解析は、基本ケースに対して、入力する圧力履歴のみを変更して

行う。第 4.3.1 図に不確かさを考慮したケースの入力となる回転プラグ下面に作用する圧力履歴

を示す。 

 

5. 解析結果 

5.1. 基本ケースの解析結果 

第 5.1.1図に各回転プラグの動的応答の解析結果を示す。炉心上部機構及び小回転プラグは大回転

プラグと一体となって変位し、大回転プラグとの相対変位は生じない。大回転プラグは 80ms程度の

短時間だけ、最大約 1.2mm上向きに浮き上がるが、原子炉容器内の圧力がプラグの浮き上がりに必要

な圧力以下に低下すると、支持フランジ上に着座する。炉心上部機構及び小回転プラグのボルトには

初期ひずみ以外のひずみは生じておらず、これらプラグと大回転プラグとの相対変位は生じていな

い。ボルトの降伏ひずみは入力により降伏応力に相当する 0.385%と設定しており、いずれのボルトも

塑性変形に至っていない。動的なひずみが生じた大回転プラグの固定ボルトのひずみは最大で 0.07%

であり、JIS規格における常温の破断伸び 15％と比べて十分小さく、破断には至らない。各回転プラ

グの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）は大回転プラグで 6.6kgであり、小回転プラグ及び炉

心上部機構ではナトリウムはプラグ間隙内に流入しない。大回転プラグの間隙内に保持可能なナトリ

ウム質量（回転プラグ間隙の容積に相当）は約 520kgであり、間隙内への流入量がこれを十分下回る

ことから、基本ケースでは格納容器（床上）にナトリウムは噴出しない。 

以上から、ボルトの健全性が損なわれることはなく、回転プラグは垂直上方向へ変位するものの短
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時間のうちに自重で落下・着座し、原子炉容器内から格納容器床上へのナトリウムの噴出は生じな

い。 

 

5.2. 不確かさを考慮したケースの解析結果 

第 5.2.1図に各プラグの動的応答の解析結果を示す。約 200msまで各プラグは一体となって変位す

るが、200ms以降はボルト強度の相違及び衝突による運動エネルギーの受け渡しの影響を受けて、各

プラグが独立に変位し相対変位が生じている。約 200msまで各プラグが一体となって変位する理由

は、炉心上部機構が初期締め付け力約 100MPaで小回転プラグに固定されていること及び小回転プラ

グが初期締め付け力約 200MPaで大回転プラグに固定されていることによる。800ms以降、原子炉容器

内の圧力が回転プラグの浮上に要する圧力（約 0.24MPa）を下回ると、各プラグは被搭載プラグある

いは大回転プラグ支持フランジ上に着座する。各プラグの固定ボルトの降伏ひずみは入力により降伏

応力に相当する 0.385%と設定しており、すべての回転プラグでボルトが塑性変形するものの、ひずみ

は最大でも 1.6%であり、JIS規格における常温の破断伸び 15％より十分小さく、破断には至らない。

第 5.2.2図には各回転プラグの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）を示す。各図における黒点

線は当該回転プラグに対応する回転プラグ間隙内に保持可能なナトリウム質量（回転プラグ間隙の容

積に相当）を表す。回転プラグ間隙内に流入するナトリウム量が、この保持可能なナトリウム量以下

であれば、回転プラグ間隙を通じた格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は生じない。この解析で

は、炉心上部機構、小回転プラグ及び大回転プラグの間隙内にそれぞれ 31kg、29kg及び 185kgのナ

トリウムが流入した。しかし、回転プラグ間隙へのナトリウムの流入量は同間隙の保持可能なナトリ

ウム量を下回り、したがってナトリウムは原子炉容器内から格納容器（床上）に噴出しない結果とな

った。以上から、ボルトの健全性が損なわれることはなく、回転プラグは垂直上方向へ変位するもの

の短時間のうちに自重で落下・着座し、原子炉容器内から格納容器（床上）へのナトリウムの噴出は

生じない。 

 

6. まとめ 

ULOFの機械的応答過程における回転プラグの応答及びナトリウム噴出を解析した。基本ケースでは

次のような結果となった。 

 回転プラグを構成する各プラグを固定するボルトのひずみは最大で 0.07％であり、破断伸びで

ある 15％より十分小さく、ボルトの健全性は維持される。 

 機械的負荷により回転プラグは短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、一時的に形成され

るプラグ間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器（床上）への噴出は生じない。 

不確かさを考慮したケースでは次のような結果となった。 

 回転プラグを構成する各プラグを固定するボルトのひずみは最大で 1.6％であり、破断伸びで

ある 15％より十分小さく、ボルトの健全性は維持される。 

 機械的負荷により回転プラグは短時間の間、垂直上方向へ変位するものの、一時的に形成され

るプラグ間の間隙を通じてのナトリウムの格納容器（床上）への噴出は生じない。 

以上のことから、発生する機械的エネルギーの不確かさを考慮したとしても、格納容器（床上）へ

のナトリウムの噴出は生じないことが確認できた。これにより、評価項目の一つである「ナトリウム
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が格納容器（床上）に噴出する場合にはナトリウムの燃焼等に対して、格納容器健全性が維持できる

こと」に対して、ナトリウムが格納容器（床上）に噴出しないことをもって評価項目を満足しうるこ

とが確認できた。 
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第 4.1.1表 各回転プラグの重量、受圧面積、固定ボルトの材質、外径、有効長及び本数 

 プラグ重量

(ton) 

プラグ受圧面

積(m2) 

ボルト材質 ボルトねじ山

部外径(mm) 

ボルト有効

長(mm) 

ボルト

本数 

大回転プラグ 143 8.1 SCM435 40※ 1840 35 

小回転プラグ 97 3.2 SCM435 30 450 36 

炉心上部機構 13 0.90 SCM435 33 225 24 

※ 大回転プラグのボルトはねじ山部外径ではなく、軸力を支持する支柱部の外径 
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第 1図 機械的応答過程の解析の流れ 
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第 4.1.1図 ＰＬＵＧによるナトリウム噴出量の解析の解析体系 
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(A) 大回転プラグ及び小回転プラグの下面に作用する圧力 

 

 

(B) 炉心上部機構の下面に作用する圧力 

 

第 4.2.1図 回転プラグ下面に作用する圧力履歴（基本ケース） 
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(A) 大回転プラグ及び小回転プラグの下面に作用する圧力 

 

 

(B) 炉心上部機構の下面に作用する圧力 

 

第 4.3.1図 回転プラグ下面に作用する圧力履歴（不確かさを考慮したケース） 
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第 5.1.1図 各回転プラグの動的応答（基本ケース） 

 

 

第 5.2.1図 各回転プラグの動的応答（不確かさを考慮したケース）  
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第 5.2.2図 各回転プラグの間隙内に流入するナトリウム量（積算値）（不確かさを考慮したケース） 
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高速炉における FCI現象について 
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原子炉容器の歪みの判断基準（10%）の設定について 
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原子炉容器（材料：SUS304）の歪みの判断基準 10%は、材料試験における SUS304の 500℃における

一様伸びを 20%とした上で、過去の構造部試験等を参考に構造物の破断歪みは一様伸びの 1/2となる

として定めたものである。なお、この判断基準の設定においては中性子照射効果や歪み速度効果につ

いても影響の要否を考慮している。 

中性子照射効果については、「常陽」の原子炉容器の設計寿命（設計定格出力運転時間：131,500時

間）における中性子照射量の推定値は 3.48×1019n/cm2(≧0.1MeV)であり、500℃において中性子照射

量が破断伸びに影響を及ぼす領域より小さい[1]、[2]。このため、健全性を維持できると想定する許容

限界歪みの設定において中性子照射効果については影響を考慮する必要はないと判断している。 

第 1図に「常陽」の原子炉容器材料のサーベイランス材の引張試験における一様伸び及び破断伸び

を示す。原子炉容器材料のサーベイランス試験体の引張試験において、「常陽」の設計寿命に相当す

る中性子照射量を超えても一様伸びは 20%を大きく上回っていることが確認されている。 

歪み速度効果については、火薬爆発力を利用した高温衝撃引張試験の結果において 0.2%耐力、引

張強さは静的試験に比して増加する傾向があり、破断伸びについても静的試験に比して大きくなる

傾向があることが報告[3]されていることから、保守的にこれらを考慮しないこととしている。 

 

参考文献 

[1] 動力炉・核燃料開発事業団, 「解説 高速原型炉高温構造設計方針 材料強度基準等」, PNC 

TN241 84-10, 1984 

[2] 核燃料サイクル開発機構, 「高速実験炉「常陽」の定期的な評価 －高経年化に関する評価－

(技術報告)」, JNC TN9440 2005-003, 2005 

[3] 磯崎 敏邦, 大場 敏弘, 植田 脩三, 「オーステナイト系ステンレス鋼の高温衝撃引張試験 

(SUS304鋼母材引張試験)」, 日本機械学会論文集 A, 42巻, 359号, p.2034-2041, 1976 
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第 1図 「常陽」の原子炉容器材料のサーベイランス材の引張試験結果(一様伸びと破断伸び) 

(左)圧延方向 (右)圧延直角方向[2] 
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ULOFの格納容器破損防止措置の格納容器応答過程 

解析体系及び解析条件 
 

 

 

 

ULOFの格納容器破損防止措置の格納容器応答過程 

セシウム挙動の評価方法 
 

 

セル3：外部環境

セル1：格納容器(床上)
約13,000m3

セル2：炉容器
ピット

約130m3

スプレイ
燃焼熱

Na-コンクリート
反応熱

プール
燃焼熱

崩壊熱※
格納容器鋼壁・胴部
炭素鋼(板厚25mm)

格納容器鋼壁・頂部
炭素鋼(板厚12mm)

床コンクリート
(厚さ1.0m)

コンクリート
(厚さ0.4m)

事故時の漏えい率
に従って通気

コンクリート
(厚さ1.0m)

床コンクリート
(厚さ1.5m)

230kg

熱伝導

対流熱伝達

熱輻射

断熱

熱源

※格納容器（床上）へ
放出された核分裂生成
物の崩壊熱を格納容器
内雰囲気に付加

セル3：外部環境

セル1：格納容器(床上)

セル2：炉容器
ピット

スプレイ燃焼

（事故時の漏えい率
に従って移行）

Na(230kg)

Na-コンクリート
反応

Naエアロゾル発生 移行

プール燃焼

Naエアロゾルの凝集 沈降 沈着

環境へのNaエアロゾル放出

浮遊Naエアロゾル

環境へ放出されるNaエアロゾル
の放出割合を算出し、これをセ
シウムにも適用して評価

1. 解析コード 

ＣＯＮＴＡＩＮ－ＬＭＲ 

2. 解析体系の概要 

外気領域を含め格納容器（床上）を 3セルで模擬 

3. 解析条件 

（1）ナトリウム燃焼の想定 

①機械的応答過程の解析において不確かさの影響を考慮したとして

も、ナトリウムの格納容器（床上）への噴出は起こらないと評価され

たが、ここでは格納容器の健全性を確認するために、あえて 230kg（既

許可申請書の仮想事故時の噴出量）のナトリウムが噴出するものと

仮定する。 

②ナトリウムの燃焼形態として、スプレイ燃焼及びプール燃焼をそれ

ぞれ想定し、解析では、評価する燃焼形態が支配的となるような液滴

径をそれぞれ設定する。 

③ナトリウムとコンクリートが直接接触して反応することも想定し、

この場合、噴出したナトリウムがプール燃焼と同じ面積で広がり、全

てコンクリートと反応することを仮定する。 

（2）主な解析条件 

①液滴径：0.1mm（スプレイ燃焼時）、5mm（プール燃焼及びナトリウム

-コンクリート反応時） 

②プール面積：約 30m2 

③格納容器内初期雰囲気組成（モル比）：酸素 0.21、水蒸気 0.029 

④格納容器（床上）と外気の通気：考慮 

⑤熱輸送形態：熱輻射、自然対流熱伝達、熱伝導 

⑥放熱の設定：格納容器鋼壁と外気の間は対流熱伝達（同熱伝達率は

約 6W/m2/K）、格納容器（床上）と（床下）の境界は断熱と設定 

（1）環境へ放出されるセシウムの評価方法 

①セシウム（Cs）等の放射性物質を含むナトリウム（Na）は、空気雰

囲気である格納容器（床上）へ噴出するとスプレイ燃焼及びプール

燃焼し、Naエアロゾル（Na2O、Na2O2、NaOH）を発生する。Cs等は

これらの Naエアロゾルに付随して移動すると仮定し、放射性物質

自体の計算は行わない。即ち、Na エアロゾルのみを考慮して、そ

の後の凝集・沈降・沈着・移行を計算する。 

②雰囲気中に浮遊している Naエアロゾルの一部は、圧力差に起因す

る漏えいにより環境へ放出される。同エアロゾルを積算し（Na 換

算）、環境への放出割合（分母は 230kg-Na）を求める。 

③②で求めた Na エアロゾルの放出割合が Cs にも適用できるとして

環境への放出量を求める。この際の Csのソースは、炉内インベン

トリ（Cs-137：3.9×103TBq）に対して、崩壊熱除去機能喪失事象

の場合には全量を対象とし、ULOF の場合には Na による保持効果

（1/10に低減）を考慮する。 

（2）本評価における保守性 

①共存する放射性物質のエアロゾルを考慮していないため、凝集や

沈降を過少評価、即ち浮遊エアロゾル量を過大評価している。 

②CONTAIN-LMRではエアロゾルの密度を 1つしか入力できないため、

Naエアロゾルの中でも小さめの 300kg/m3を設定している。なお、

Cs は金属単体での密度が Na より大きいため（室温で約 2 倍）、Cs

エアロゾルの密度はより大きくなる。密度は重力沈降に影響する

ため、結果として浮遊エアロゾル量を過大評価している。 

③格納容器（床上）内に存在する内部構造物への沈着や環境へ放出

する際の間隙部における付着による減衰を考慮していない。 
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炉心損傷時の格納容器の機能が維持されている場合におけるCs-137
の移行について検討した。

放射性物質の移行は原子炉停止機能喪失型と崩壊熱除去機能喪失型
で移行割合、移行経路が異なるため、両者の評価を実施した。

なお、本評価は、評価事故シーケンスに対する格納容器破損防止措
置の有効性評価の事象推移に基づいているが、原子炉停止機能喪失型
では原子炉冷却材ナトリウムの格納容器への噴出・燃焼を仮想してお
り、また、崩壊熱除去機能喪失型では最終ヒートシンクの喪失及び原
子炉冷却材ナトリウムの格納容器への漏えいを想定しており、原子炉
施設が大規模に損壊する厳しい状態を想定している。

Cs-137放出量の評価フロー

②90%が冷却材に捕獲され、
10%がカバーガスに移行

③カバーガスに移行した全量が
格納容器（床上）に移行

④格納容器（床上）での閉じ込め、
凝集・沈着等による除去

炉心
損傷

原子炉
容器 格納容器

⑤大気放出

原子炉停止機能喪失型の評価の概念図

①Csの炉内蓄積全量が
1次冷却材中に移行

②全量がカバーガスに移行

③カバーガスに移行した全量
が格納容器（床下）に移行

④格納容器（床下）での閉
じ込め、凝集・沈着等によ
る除去

炉心
損傷

損傷炉心

原子炉
容器

格納容器

⑦大気放出

安全容器

⑥格納容器（床上）での閉じ込
め、凝集・沈着等による除去

⑤格納容器（床下）の加圧
により格納容器（床上）へ
漏えい

崩壊熱除去機能喪失型の評価の概念図

①Csの炉内蓄積全量が
1次冷却材中に移行

損傷炉心

BDBA時のCs-137の放出量の評価（1/3）

1.炉内蓄積量の評価
Cs-137の炉内蓄積量は、Meek & Riderの累積核分裂収率を使用した解析結果より3.9×103TBqとする。なお、燃焼度は標準平衡炉心サイクル末期の平均

燃焼度約39,000MWd/tとする。

2.燃料、冷却材ナトリウム、カバーガス、格納容器への移行割合の評価
(1)米国アルゴンヌ国立研究所におけるソースタームの計算[1]に基づく評価

冷却材ナトリウムからカバーガスへの移行割合について、米国のアルゴンヌ国立研究所が、ナトリウム冷却型高速炉の許認可に向けて開発している
IFR Pool Scrubbing Codeによる下図の評価結果に基づき、DF(除染係数)が最小となるエアロゾル粒子密度、エアロゾル粒子径の計算値から、常陽の条
件（ナトリウムプール高さ約4.5m）を適用して、常陽におけるDFを評価した。その結果、停止機能喪失事象のDFを約15と評価し、停止機能喪失事象の
放出量の評価では、保守的にDFを10（移行割合10％）と設定した。また、崩壊熱除去機能喪失事象では、保守的にDFを1（移行割合100％）と設定した。

なお、燃料から冷却材ナトリウムへの移行割合及びカバーガスから格納容器への移行割合は保守的に100％と仮定した。

停止機能喪失事象における揮発性FPの除染係数 崩壊熱機能喪失事象における揮発性FPの除染係数

(2)米国オークリッジ国立研究所等におけるソースタームの実験及び米国のナトリウム冷却炉の事故における知見等に基づく評価
(1)のIFR Pool Scrubbing Codeで考慮している物理現象はブラウン運動に伴うエアロゾル粒子の拡散、慣性衝突、重力沈降及び凝縮であり、エアロ

ゾルの熱泳動、凝集等が考慮されておらず、保守的な解析結果である。
米国のオークリッジ国立研究所等で実施された実験の結果及び米国のナトリウム冷却炉の事故で得られた知見と比較すると、保守性が大きいと考え

られるため、実験的な知見に基づいた評価を実施した。
Berthoud等の炉外試験[2]において、ナトリウム中のセシウムの保持率は103オーダ（移行割合0.1%オーダ）の結果が得られており、停止機能喪失事象

に対する実験的知見に基づいたDFは100と設定する。米国のナトリウム冷却炉でFP放出に至った事故の調査[3]においても、カバーガス中でセシウムが検
出されていないことから、DFを100と設定することは保守性の観点で妥当と考えらえる。また、崩壊熱除去機能喪失事象では冷却材温度が高温となるこ
とから、DFは10と設定する。

なお、セシウムがナトリウム液面界面からの蒸発により放出されるが、停止機能喪失事象ではナトリウム温度が低く、かつ、機械的エネルギーによ
るカバーガスバウンダリの開口時間も1秒以内であることから、蒸発による放出の影響は無視できる。崩壊熱除去機能喪失事象では、蒸発による影響が
生じるが、蒸発が生じても、気相への移行割合は10-3オーダと評価されており、気相中への拡散は抑制される[4]。

×
×：評価値計算条件

×

[1] M. Bucknor, et al.“An Assessment of Fission Product Scrubbing in Sodium Pools Following a Core Damage Event in a Sodium Cooled Fast Reactor”, International 
Conference on Fast Reactors and Related fuel Cycles: Next Generation Nuclear Systems for Sustainable Development (FR17), IAEA-CN245-055, 26-29 June, 2017.

[2] G. Berthoud, et al.“Experiments on Liquid-Metal Fast Breeder Reactor Aerosol Source Terms After Severe Accidents”, Nuclear Technology, 81, 257-277, 1988.
[3] Argonne National Laboratory,“Regulatory Technology Development Plan Sodium Fast Reactor Mechanistic Source Term Development”,ANL-ART-3, 2015.
[4] R. P. C. Schram, et al., “Source Term Calculations of the ALMR”, ECN-R--95-021, 1995.

BDBA時のCs-137の放出量の評価（2/3）
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3.格納容器から大気への移行割合の評価
格納容器から大気への移行割合は、CONTAIN-LMRによる停止機能喪失事象（ULOF）及び崩壊熱除去機能喪失事象（PLOHS）に対する

格納容器破損防止措置の有効性評価の結果から求めている。解析は、CONTAIN-LMRのフローネットワークモデル、凝集・沈着モデル
等により、ナトリウムエアロゾルのセル間移行、重力沈降・凝集・沈着挙動を解析し、ナトリウム燃焼を伴うナトリウムエアロゾル
の格納容器から大気への移行割合を計算し、Cs-137はナトリウムエアロゾルと同様の挙動を示すものとして、格納容器から大気への
移行割合を設定した。

4.格納容器外への放出量

事象 炉内蓄積量（TBq）
炉心から格納容器への

移行割合（%）
格納容器から

大気への移行割合（%）
大気放出量（TBq）

停止機能喪失
（ULOF）

3.9×103 10 0.083 0.33

崩壊熱除去機能喪失
（PLOHS）

3.9×103 100 1.1×10-4 4.4×10-3

(1)計算に基づく評価

(2)実験及び米国のナトリウム冷却炉の事故における知見等に基づく評価

事象 炉内蓄積量（TBq）
炉心から格納容器への

移行割合（%）
格納容器から

大気への移行割合（%）
大気放出量（TBq）

停止機能喪失
（ULOF）

3.9×103 1 0.083 0.033

崩壊熱除去機能喪失
（PLOHS）

3.9×103 10 1.1×10-4 4.4×10-4

BDBA時のCs-137の放出量の評価（3/3）
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1. 概要  

炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF（ⅰ）」という。）、１次主循環ポンプ軸固着事故及び

原子炉トリップ信号発信失敗の重畳事故（以下「ULOF（ⅲ）」という。）及び過出力時原子炉停止機能喪失

（以下「UTOP」という。）に関する格納容器破損防止措置の有効性評価として実施した、ＳＡＳ４Ａによ

る起因過程の解析（以下「基本ケース」という。）に対し、起因過程の不確かさの影響評価として、評価

の初期条件や解析条件、評価において重要となる物理現象（以下「重要現象」という。）のうち、評価結

果に影響を与え得る主な不確かさを考慮した評価（以下「感度解析」という。）を行った。 

以下に考慮する不確かさと不確かさの影響評価の結果を記す。 

 

2. 考慮する不確かさ  

評価項目に影響を及ぼすパラメータの計算に関わる重要現象については、「多量の放射性物質等を放出

する事故の拡大の防止に係る炉心損傷防止措置及び格納容器破損防止措置の有効性評価に使用する計算

コードについて」にその抽出結果を示すとおりである。このうち、計算コードのモデルに関する不確かさ

としては、核分裂生成物（以下「FP」という。）ガス保持量の不確かさの影響を評価する。また、解析条

件に関する不確かさとしては、制御棒引抜き反応度、ナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度、燃料の

軸伸び及び燃料破損条件の不確かさの影響を評価する。考慮する不確かさ幅は、評価項目に影響するパ

ラメータの計算結果を厳しくするように以下のとおり保守的に設定する。また、その概要を ULOF（ⅰ）

及び ULOF（ⅲ）、UTOPについて第 2.1表、第 2.2表にそれぞれ示す。 

1）FP ガス保持量：燃料ペレット中の FP ガスの保持量はＳＡＳ４Ａの定常照射挙動モデルの計算値に

対して、負の反応度効果を持つ破損燃料の分散移動の駆動力となる FP ガス圧力の効果を無視する。 

2）制御棒引抜き反応度：反応度挿入曲線の傾きが最大となる制御棒位置を想定するとともに制御棒引

抜に伴う傾きの減少を無視し、さらに、実効遅発中性子割合の不確かさ等の安全余裕を考慮して、反

応度添加率を約 4.2￠／sで一定とした。 

3）ナトリウムボイド反応度：炉心の核設計においては 30%の不確かさを考慮している。ナトリウムボ

イド反応度は、炉心の極一部の領域を除いておおむね負である。評価項目に影響を及ぼすパラメータ

である反応度を大きく計算するため、第 2.1 図に示すとおり、正の領域では 1.3 倍に、負の領域で

は 0.7倍に設定する。 

4）ドップラ反応度：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される不確かさは 30%であ

る。ドップラ反応度係数は負で、起因過程のドップラ反応度は ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では正、

UTOP では負となり、評価項目に影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、ULOF

（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では 1.3倍、UTOPでは 0.7倍に設定する。 

5）燃料の軸伸び：ナトリウムボイド反応度と同様に、炉心核設計で考慮される燃料密度反応度の不確

かさは 30%である。起因過程の ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）の事故シーケンスでは、燃料は収縮し反

応度変化が正となり、UTOP の事故シーケンスでは燃料は膨張し反応度変化が負となる。評価項目に

影響を及ぼすパラメータである反応度を大きく計算するため、ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では 1.3

倍、UTOPでは 0.7倍に設定する。 

6）燃料破損条件：UTOPの基本ケースでは 20%断面溶融割合で破損判定を行っているが、不確かさとし

ては負の反応度効果を有する破損燃料の移動を抑制するとともに、損傷領域の拡大のために燃料溶
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融開始直後に破損するように設定する。また、それとは別に、念のため負の反応度投入自体を遅らせ

た場合の影響を調べるため、50%断面溶融割合の条件で破損するように設定する。ULOF（ⅰ）及び ULOF

（ⅲ）の基本ケースでは燃料溶融開始直後に破損するように設定しており、既に十分に保守的な条件

であるため、ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では燃料破損条件に係る不確かさの影響評価は行わない。 

これらの重要現象及び解析条件の間には物理的相関はなく、互いに独立であると判断されるため、それ

ぞれ保守的に設定した不確かさを重ね合わせることは過度に保守的な想定となる。そこで、感度解析に

おいては保守的な条件の重畳は行わず、基本ケースに対してそれぞれの不確かさの影響を評価した。 

 

3. 解析条件 

解析体系や解析に用いる反応度係数、過渡条件といった各種条件は、「第 53条（多量の放射性物質等を

放出する事故の拡大の防止）に係る説明書（その 3：格納容器破損防止措置） 別紙 5」に示す基本ケー

スの値を用いる。解析で用いるＳＡＳチャンネル（炉心を構成する燃料集合体をグループ化したもの）の

配置図を第 3.1図に、解析体系を第 3.2図に示す。 

感度解析における解析ケースとしては、基本ケースに対して上記又は第 2.1 表及び第 2.2 表に示す不

確かさを個々に保守的に考慮したケースとする。 

 

4. 不確かさの影響評価 

4.1 ULOF（ⅰ） 

主な解析結果を第 4.1.1 表に示す。また、反応度履歴を第 4.1.1 図及び第 4.1.2 図に、出力履歴を第

4.1.3図及び第 4.1.4図に示す。 

 

(1) 基本ケース 

基本ケースにおいては、1次主循環ポンプの主電動機の停止によって冷却材流量が減少し、出力－流

量比が最も大きいチャンネル（チャンネル 12（炉心燃料集合体数：2））で冷却材が沸騰し、被覆管の

溶融及び移動によって燃料要素は損傷し、燃料の溶融によって燃料崩壊に至るが、冷却材温度の上昇に

伴う反応度の減少と、破損した燃料の分散に伴う反応度の減少によって原子炉出力は低下し、起因過程

の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまった。基本ケースでは、沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融及

び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも 2 集合体

だけであった。また、反応度は、事象全体を通じて負の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超えることはな

く、エネルギー放出の指標である炉心平均燃料温度（全炉心領域のある時点における燃料の空間的な平

均温度）は、起因過程の早い段階に初期値の約 1,020℃から最大値の約 1,030℃まで上昇した後に低下

し、その後も大きく上昇することはなかった。 

 

(2) ナトリウムボイド反応度ケース 

ナトリウムボイド反応度ケースについては、基本ケースに比べて過渡開始直後から反応度の減少が

若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。ULOF（ⅰ）ではナトリウムボイド

反応度による反応度変化量が他の反応度に比べて大きいため、不確かさを考慮したことによる反応度

変化量も他のケースに比べて大きくなっている。この結果、冷却材が沸騰するチャンネルの数が増加
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し、被覆管の溶融に至るチャンネルの数も増加するが、炉心全体では負の冷却材密度反応度及びナトリ

ウムボイド反応度が卓越しているため、基本ケースと同様に未臨界の状態が維持される。燃料崩壊に至

るチャンネルは基本ケースと同様にチャンネル 12のみであり、時刻約 60.0秒でチャンネル 12のラッ

パ管の温度が融点まで上昇し、ＳＡＳ４Ａの適用限界に達する。 

以上のとおり、ナトリウムボイド反応度の不確かさを保守的に考慮したことによって事象進展が速

くなり、基本ケースに比べて沸騰及び損傷に至る集合体数が増加した。しかしながら、沸騰に至った集

合体数は 6 集合体に留まり、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体は 5 集合

体、燃料崩壊に至った集合体は 2集合体と、炉心は部分的な損傷にとどまった。また、損傷集合体の数

は 5 集合体に増加しているが、その内の 3 集合体は被覆管の溶融に至っただけで燃料は流動化してい

ない。炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の事象推移に大きな影響を与える

ことはない。加えて、反応度推移に関しても大きな差はなく、基本ケースと同様、事象全体を通じて反

応度は負の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超えることはなかった。 

 

(3) ドップラ反応度ケース 

ドップラ反応度ケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べて過渡

開始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。しか

しながら、ドップラ反応度による反応度変化量はナトリウムボイド反応度による反応度変化量に比べ

て小さく、事象進展への影響度は小さい。沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融及び移動によって燃料要

素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも基本ケースと同じ 2 集合体で、

反応度推移についても大きな差はなかった。また、今回の評価では構造材のドップラ反応度については

考慮していないが、燃料のドップラ反応度に比べると小さく、ドップラ反応度ケースと基本ケースとの

比較でも分かるように燃料のドップラ反応度に 30%の不確かさを考慮したとしても事象進展への影響

は僅少であることから、構造材のドップラ反応度を考慮しなくても評価に大きな影響はない。 

 

(4) 燃料の軸伸びケース 

燃料の軸伸びケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べて過渡開

始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。しかし

ながら、軸伸び反応度による反応度変化量は、ナトリウムボイド反応度による反応度変化量に比べて小

さく、事象進展への影響度は小さい。沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の

損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも基本ケースと同じ 2 集合体で、反応

度推移についても大きな差はなかった。 

 

(5) FPガス保持量ケース 

FPガス保持量ケースは、FPガスの保持量を 0%（解析上は微少量）に減じているが、破損燃料の分散

移動の駆動力となる FP ガス圧力の効果を無視するために、解析上は破損時の FP ガスの保持量を減じ

るため、破損前までの挙動は基本ケースと同一である。また、破損後の挙動に関しても基本ケースと大

きな差はなく、沸騰に至る集合体数、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数

及び燃料崩壊に至る集合体数は、いずれも基本ケースと同じ 2 集合体であった。本炉心は負のナトリ
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ウムボイド反応度を有し、正の反応度効果が小さいため、反応度が急激に増加するということはなく、

全反応度が負のまま燃料は破損に至る。FP ガスは破損時に燃料の駆動源として働くが、そもそもこの

ような状況では、破損後の燃料分散による負の反応度は事象進展には大きな影響はないため、燃料分散

による反応度の重要性は低いと言える。加えて、基本ケースでも崩壊燃料の流動性が小さく、燃料崩壊

から 1～3秒程度という短時間でラッパ管の溶融に至るため、燃料崩壊後の反応度変化量は限定的とな

り、FPガス保持量の不確かさを振っても大きな変化は生じなかった。 

 

(6) 結論 

起因過程の ULOF（ⅰ）では、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度について、いずれの

不確かさを考慮したとしても基本ケースと同様に臨界（0.0$）を超えることはなかった。すなわち、不

確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は、出力及び燃料温度が低い状態で推移し、部分的な炉心

損傷のまま後続の遷移過程に移行する。ナトリウムボイド反応度ケースでは損傷集合体の数が増加し

ているが、炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の評価で重要な挙動である大

規模な燃料移動挙動が表れる段階においては、遷移過程開始時の損傷集合体に係る状況の違いによる

影響はほとんどなくなっていると考えられる。以上の点から、起因過程の不確かさは遷移過程の事象推

移に影響しないと考えられる。 

 

4.2 ULOF（ⅲ） 

主な解析結果を第 4.2.1 表に示す。また、反応度履歴を第 4.2.1 図及び第 4.2.2 図に、出力履歴を第

4.2.3図及び第 4.2.4図に示す。 

 

(1) 基本ケース 

基本ケースにおいては、１次主循環ポンプの主電動機の停止によって冷却材流量が減少し、初めに出

力－流量比が最も大きいチャンネル（チャンネル 12（炉心燃料集合体数：2））で冷却材が沸騰し、被

覆管の溶融及び移動によって燃料要素は損傷し、燃料の溶融によって燃料崩壊に至るが、冷却材温度の

上昇に伴う反応度の減少と、破損した燃料の分散に伴う反応度の減少によって原子炉出力は低下し、起

因過程の範囲では炉心は部分的な損傷にとどまった。基本ケースでは、全体の半数ほどの集合体が沸騰

に至るが、被覆管の溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体は 4 集合体、燃料崩壊に至

った集合体は 2集合体だけであった。また、反応度は、事象全体を通じて負の範囲にとどまり臨界（0.0$）

を超えることはなく、エネルギー放出の指標である炉心平均燃料温度（全炉心領域のある時点における

燃料の空間的な平均温度）は、起因過程の早い段階に初期値の約 1,020℃から最大値の約 1,030℃まで

上昇した後に低下し、その後も大きく上昇することはなかった。 

 

(2) ナトリウムボイド反応度ケース 

ナトリウムボイド反応度ケースについては、基本ケースに比べて過渡開始直後から反応度の減少が

若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。ULOF（ⅲ）ではナトリウムボイド

反応度による反応度変化量が他の反応度に比べて大きいため、不確かさを考慮したことによる反応度

変化量も他のケースに比べて大きくなっている。この結果、被覆管の溶融に至るチャンネルの数も増加
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するが、炉心全体では負の冷却材密度反応度及びナトリウムボイド反応度が卓越しているため、基本ケ

ースと同様に未臨界の状態が維持される。燃料崩壊に至るチャンネルは基本ケースと同様にチャンネ

ル 12のみであり、時刻約 47.1秒でチャンネル 12のラッパ管の温度が融点まで上昇し、ＳＡＳ４Ａの

適用限界に達する。 

以上のとおり、ナトリウムボイド反応度の不確かさを保守的に考慮したことによって事象進展が速

くなり、基本ケースに比べて炉心の損傷に至る集合体数が増加した。しかしながら、被覆管が溶融及び

移動によって燃料要素の損傷に至った集合体は 7 集合体、燃料崩壊に至った集合体は 2 集合体と、炉

心は部分的な損傷にとどまった。また、損傷集合体の数は 7 集合体に増加しているが、その内の 5 集

合体は被覆管の溶融に至っただけで燃料は流動化していない。炉心全体の燃料分布は基本ケースと大

きく変わらず、遷移過程の事象推移に大きな影響を与えることはない。加えて、反応度推移に関しても

大きな差はなく、基本ケースと同様、事象全体を通じて反応度は負の範囲にとどまり臨界（0.0$）を超

えることはなかった。 

 

(3) ドップラ反応度ケース 

ドップラ反応度ケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べて過渡

開始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。しか

しながら、ドップラ反応度による反応度変化量はナトリウムボイド反応度による反応度変化量に比べ

て小さく、事象進展への影響度は小さい。被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合

体数も 5 集合体に留まり、燃料崩壊に至る集合体数は基本ケースと同じ 2 集合体で、反応度推移につ

いても大きな差はなかった。また、今回の評価では構造材のドップラ反応度については考慮していない

が、燃料のドップラ反応度に比べると小さく、ドップラ反応度ケースと基本ケースとの比較でも分かる

ように燃料のドップラ反応度に 30%の不確かさを考慮したとしても事象進展への影響は僅少であるこ

とから、構造材のドップラ反応度を考慮しなくても評価に大きな影響はない。 

 

(4) 燃料の軸伸びケース 

燃料の軸伸びケースについても、ナトリウムボイド反応度ケースと同様、基本ケースに比べて過渡開

始直後から反応度の減少が若干緩やかになり、沸騰開始時刻や燃料崩壊時刻が早くなっている。しかし

ながら、軸伸び反応度による反応度変化量は、ナトリウムボイド反応度による反応度変化量に比べて小

さく、事象進展への影響度は小さい。被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数

も 5 集合体に留まり、燃料崩壊に至った集合体数は基本ケースと同じ 2 集合体で、反応度推移につい

ても大きな差はなかった。 

 

(5) FPガス保持量ケース 

FPガス保持量ケースは、FPガスの保持量を 0%（解析上は微少量）に減じているが、破損燃料の分散

移動の駆動力となる FP ガス圧力の効果を無視するために、解析上は破損時の FP ガスの保持量を減じ

るため、破損前までの挙動は基本ケースと同一である。また、破損後の挙動に関しても、基本ケースと

大きな差はなく、被覆管が溶融及び移動によって燃料要素の損傷に至った集合体数及び燃料崩壊に至

る集合体数は、いずれも基本ケースと同じであった。本炉心は負のナトリウムボイド反応度を有し、正
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の反応度効果が小さいため、反応度が急激に増加するということはなく、全反応度が負のまま燃料は破

損に至る。FP ガスは破損時に燃料の駆動源として働くが、そもそもこのような状況では、破損後の燃

料分散による負の反応度は事象進展には大きな影響はないため、燃料分散による反応度の重要性は低

いと言える。加えて、基本ケースでも崩壊燃料の流動性が小さく、燃料崩壊から 1～3秒程度という短

時間でラッパ管の溶融に至るため、燃料崩壊後の反応度変化量は限定的となり、FP ガス保持量の不確

かさを振っても大きな変化は生じなかった。 

 

(6) 結論 

起因過程の ULOF（ⅲ）では、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度について、いずれの

不確かさを考慮したとしても基本ケースと同様に臨界（0.0$）を超えることはなかった。すなわち、不

確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は、出力及び燃料温度が低い状態で推移し、部分的な炉心

損傷のまま後続の遷移過程に移行する。ナトリウムボイド反応度ケースでは損傷集合体の数が増加し

ているが、炉心全体の燃料分布は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の評価で重要な挙動である大

規模な燃料移動挙動が表れる段階においては、遷移過程開始時の損傷集合体に係る状況の違いによる

影響はほとんどなくなっていると考えられる。以上の点から、起因過程の不確かさは遷移過程の事象推

移に影響しないと考えられる。 

 

4.2 UTOP 

主な解析結果を第 4.3.1 表に示す。また、反応度履歴を第 4.3.1 図及び第 4.3.2 図に、出力履歴を第

4.3.3図及び第 4.3.4図に示す。 

 

(1) 基本ケース 

基本ケースにおいては、制御棒引抜きによる反応度の増加によって原子炉出力が上昇し、出力と燃焼

度が共に高い炉心燃料集合体（チャンネル 1と 4（炉心燃料集合体数：2））で燃料要素の破損に至るが、

破損した燃料の分散に伴う反応度の減少によって原子炉出力の上昇は抑えられ、起因過程の範囲では

炉心は部分的な損傷にとどまった。また、反応度は最大でも 0.195$であり即発臨界（1.0$）を超える

ことはなく、最大出力は定格出力に対して約 2.5 倍、エネルギー放出の指標である炉心平均燃料温度

は起因過程の初期値の約 1,025℃から最大値の約 1,800℃まで上昇するが、その後、原子炉出力の低下

に伴い炉心平均燃料温度も低下した。 

 

(2) 制御棒引抜き反応度ケース 

制御棒引抜き反応度ケースについては、過渡開始直後から反応度の増加率が上がり、燃料要素の破損

時刻が早くなっている。これは第 4.3.5 図に示すとおり、制御棒の引抜き反応度の差によるものであ

る。しかしながら、燃料要素が破損し、損傷に至る集合体数は基本ケースと同様に 2 集合体だけであ

り、破損後の推移も大きな違いはなかった。 

反応度や出力は制御棒引抜きによる正の反応度投入によって過渡開始時から次第に増加し、燃料が

破損した後、負の燃料移動反応度によって減少する。そのため、最大反応度や最大出力は燃料の破損す

る時刻に依存する。燃料の破損条件は燃料の溶融割合、つまりは燃料の温度条件に対応するが、温度変
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化は反応度変化や出力変化に対して若干の時間遅れがあるため、反応度の増加率が上がると、その分最

大反応度や最大出力は増加する。制御棒引抜き反応度ケースは基本ケースに比べて反応度の増加率が

大きいため、最大反応度や最大出力は基本ケースよりも大きくなっている。しかしながら、その差は小

さく、最大反応度は 0.244$、最大出力は定格出力に対して約 2.7倍であった。 

以上のとおり、制御棒引抜き反応度の不確かさを保守的に考慮したことによって事象進展が速くな

り、最大反応度や最大出力が増加した。しかしながら、最大反応度は 0.244$と基本ケースと大きな差

はなく、即発臨界（1.0$）を超えることもなかった。また、燃料の破損に至る集合体も、基本ケースと

同じ 2集合体だけであった。 

 

(3) ナトリウムボイド反応度ケース 

ナトリウムボイド反応度ケースについては、過渡開始直後から反応度の増加率が上がり、燃料要素の

破損時刻が早くなっている。 

ナトリウムボイド反応度ケースではナトリウムボイド反応度の不確かさを保守的に振ったことによ

り、基本ケースに比べてナトリウムボイド反応度の絶対値が減少しているが、制御棒引抜き反応度ケー

スに比べると反応度の変化量が小さいため、事象進展は制御棒引抜き反応度ケース程には速くなって

いない。最大反応度や最大出力も制御棒引抜き反応度ケースよりも小さく、燃料が破損し、損傷に至る

集合体も基本ケースと同じ 2集合体だけであった。 

 

(4) ドップラ反応度ケース 

ドップラ反応度ケースについては、ナトリウムボイド反応度ケースと同様の事象推移となっている。

UTOP の基本ケースではナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度、軸伸び反応度はどれも同程度の反

応度減少量となっており、不確かさ幅が同じであるナトリウムボイド反応度とドップラ反応度の感度

解析では同程度の反応度変化となるからである。結果、最大反応度や最大出力はナトリウムボイド反応

度ケースと同程度であり、燃料が破損し、損傷に至る集合体も基本ケースと同じ 2 集合体だけであっ

た。 

 

(5) 燃料の軸伸びケース 

燃料の軸伸びケースは、ナトリウムボイド反応度ケースやドップラ反応度ケースと同様の事象推移

となっている。上述のとおり UTOPの基本ケースではナトリウムボイド反応度、ドップラ反応度、軸伸

び反応度はどれも同程度の反応度減少量となっており、不確かさ幅も同じである。そのため、感度解析

では同程度の反応度変化となっている。結果、最大反応度や最大出力はナトリウムボイド反応度ケース

やドップラ反応度ケースと同程度であり、燃料が破損し、損傷に至る集合体も基本ケースと同じ 2 集

合体だけであった。 

 

(6) 燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース） 

燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース）では燃料の破損の同時性が高まり、基本ケースに比べて

燃料が破損し、損傷に至った集合体数は増加した。ただし、その数は 10集合体にとどまった。破損時

の燃料溶融割合が減少したことで、破損直後の燃料移動反応度は基本ケースに比べて小さくなるが、破
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損する集合体数が増加したことによって結果的に燃料移動反応度は基本ケースよりも大きくなってい

る。燃料の破損後はこの燃料移動反応度によって大きく反応度が減少し、出力は大きく低下した。基本

ケースとの違いは燃料の破損条件であり、燃料の破損後は負の燃料移動反応度により出力が低下する

ため、最大反応度と最大出力は破損時刻に依存する。燃料破損条件ケース（溶融割合 0%ケース）では

破損時刻が早くなったため、基本ケースよりも最大反応度や最大出力は小さくなった。また、損傷集合

体の数は増加しているが、破損時の燃料はほとんどが未溶融で流動性が低いため、炉心全体の燃料分布

は基本ケースと大きく変わらず、遷移過程の事象推移に大きな影響を与えることはない。 

 

(7) 燃料破損条件ケース（溶融割合 50%ケース） 

燃料破損条件ケース（溶融割合 50%ケース）では破損時刻が大幅に遅れ、基本ケースに比べて最大出

力が増加しているが、それでも定格出力に対して 3.8倍程度であった。反応度に関しては、初めのうち

は制御棒の引抜きによって反応度が増加するが、出力上昇に対する負の反応度フィードバックによっ

て、次第に反応度の増加が抑えられ、時刻 30秒付近で減少に転じている。破損時の燃料溶融割合が大

きいことから、破損時に燃料要素内の燃料集中による反応度の増加が見られるが、最大出力反応度は

0.203$と基本ケースと同程度であった。また、燃料が破損し、損傷に至る集合体は 1集合体だけであっ

た。 

 

(8) FPガス保持量ケース 

FP ガス保持量ケースは基本ケースと大きな差は生じず、燃料が破損し、損傷に至る集合体も基本ケ

ースと同じ 2 集合体だけであった。正のナトリウムボイド反応度を有する炉心で UTOP が生じた場合、

燃料要素の破損によって冷却材がボイド化し、反応度が増加することによって出力が上昇する。それに

よって燃料の溶融が進み、追加的な FPガス放出が生じて燃料の分散に寄与することとなる。一方、本

炉心は炉心全体として負のナトリウムボイド反応度を有しているため、燃料要素の破損によって生じ

る冷却材のボイド化と燃料の分散によって反応度は減少し、燃料の溶融による追加的な FPガス放出が

生じない。そのため、多くの FPガスが固体燃料中に保持されたままとなっており、FPガスによる燃料

分散への影響は比較的小さくなっている。その結果、FPガスの保持量について不確かさを考慮した FP

ガス保持量ケースについても基本ケースと同程度の結果となった。 

 

(9) 結論 

起因過程の UTOPでは、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度に最も大きな影響を与える

不確かさは制御棒引抜き反応度の不確かさであった。反応度は基本ケースの最大 0.195$に対して、制

御棒引抜き反応度の不確かさを考慮した解析ケースでは最大 0.244$と大きな差はなく即発臨界（1.0$）

を超えることはなかった。すなわち、不確かさの影響を考慮したとしても、起因過程は反応度及び出力

の上昇は緩慢であり、その結果、部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行する。燃料破損条件ケ

ース（溶融割合 0%ケース）では損傷集合体の数が増加しているが、炉心全体の燃料分布は基本ケース

と大きく変わらず、遷移過程の評価で重要な挙動である大規模な燃料移動挙動が表れる段階において

は、遷移過程開始時の損傷集合体に係る状況の違いによる影響はほとんどなくなっていると考えられ

る。以上の点から、起因過程の不確かさは遷移過程の事象推移に影響しないと考えられる。  
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5. まとめ  

起因過程の不確かさの影響評価として感度解析を行った結果、起因過程においては不確かさの影響を

考慮したとしても、評価項目に関わる重要なパラメータである反応度は基本ケースと大きな差が生じる

ことはなく、基本ケースと同様に部分的な炉心損傷のまま後続の遷移過程に移行することを確認した。

また、不確かさの影響を考慮した解析結果の分析から、起因過程の不確かさは遷移過程の事象推移に影

響しないと結論された。 
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第 2.1表 「常陽」起因過程解析の不確かさ（ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）） 

項目 不確かさの幅 幅の設定方法 

FP ガス保持量 
100% 

（×約 0.0） 
FP ガスの保持量を 0%（解析上は微小量）に減じる。 

ナトリウムボイド 

反応度 

30% 

（負値×0.7） 

（正値×1.3） 

炉心の核設計における不確かさ（解析精度（約 20%以下）及び炉

心構成の違い（約 10%以下））から設定 

ナトリウムボイド反応度が負値の領域では反応度の値を×0.7 と

し、ナトリウムボイド反応度が正値の領域では反応度の値を×1.3

とする。 

ドップラ反応度 
30% 

（×1.3） 

幅の値は同上 

ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では燃料温度が低下して正値とな

るため、反応度の値を×1.3 とする。 

燃料の軸伸び 
30% 

（×1.3） 

幅の値は同上 

ULOF（ⅰ）及び ULOF（ⅲ）では燃料温度が低下して正値とな

るため、反応度の値を×1.3 とする。 
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第 2.2表 「常陽」起因過程解析の不確かさ（UTOP） 

項目 不確かさの幅 幅の設定方法 

FP ガス保持量 
100% 

（×約 0.0） 
FP ガスの保持量を 0%（解析上は微小量）に減じる。 

制御棒引抜き 

反応度 
約 4.2￠/s で一定 

制御棒位置や実効遅発中性子割合の不確かさ等を考慮して、反応度

添加率を約 4.2￠/s で一定とする。 

ナトリウムボイド 

反応度 

30% 

（負値×0.7） 

（正値×1.3） 

炉心の核設計における不確かさ（解析精度（約 20%以下）及び炉

心構成の違い（約 10%以下））から設定 

ナトリウムボイド反応度が負値の領域では反応度の値を×0.7 と

し、ナトリウムボイド反応度が正値の領域では反応度の値を×1.3

とする。 

ドップラ反応度 
30% 

（×0.7） 

幅の値は同上 

UTOP では燃料温度が上昇して負値となるため、反応度の値を

×0.7 とする。 

燃料の軸伸び 
30% 

（×0.7） 

幅の値は同上 

UTOP では燃料温度が上昇して負値となるため、反応度の値を

×0.7 とする。 

燃料破損条件 

溶融直後 

及び 

溶融割合 50% 

溶融割合を破損条件としているため、基本ケースにおいて既に破損

位置は保守的な軸方向中心位置となっている。 

基本ケースにおいて溶融割合が 20%となった時点で破損させてい

たものを、負の反応度効果を有する燃料分散の抑制という観点か

ら、保守性を考慮して燃料溶融開始直後とする。 

負の反応度効果を有する燃料分散の開始を遅らせるという観点か

ら、保守性を考慮して溶融割合が 50%となった時点で破損させ

る。 
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第 4.1.1表 感度解析の結果（ULOF（ⅰ）） 

 解析結果 

解析ケース 
沸騰開始 

（秒） 

燃料の 

崩壊開始 

（秒） 

最大出力 

（％） 

最大 

全反応度 

（＄） 

ラッパ管 

溶融 

（秒） 

損傷 

集合体数 

（体） 

基本ケース 45.5 70.3 ＜ 100 ＜ 0.0 71.7 2 

ナトリウムボイド 

反応度ケース 
39.4 59.3 ＜ 100 ＜ 0.0 60.0 5 

ドップラ 

反応度ケース 
44.5 68.6 ＜ 100 ＜ 0.0 70.7 2 

燃料の軸伸びケース 44.8 67.9 ＜ 100 ＜ 0.0 69.4 2 

FPガス 

保持量ケース 
45.5 70.3 ＜ 100 ＜ 0.0 71.3 2 

第 4.2.1表 感度解析の結果（ULOF（ⅲ）） 

 解析結果 

解析ケース 
沸騰開始 

（秒） 

燃料の 

崩壊開始 

（秒） 

最大出力 

（％） 

最大 

全反応度 

（＄） 

ラッパ管 

溶融 

（秒） 

損傷 

集合体数 

（体） 

基本ケース 28.3 51.4 ＜ 100 ＜ 0.0 52.3 4 

ナトリウムボイド 

反応度ケース 
23.5 45.9 ＜ 100 ＜ 0.0 47.1 7 

ドップラ 

反応度ケース 
27.8 51.1 ＜ 100 ＜ 0.0 51.8 5 

燃料の軸伸びケース 28.0 50.1 ＜ 100 ＜ 0.0 51.6 5 

ＦＰガス 

保持量ケース 
28.3 51.4 ＜ 100 ＜ 0.0 52.3 4 
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第 4.3.1表 感度解析の結果（UTOP） 

 解析結果 

解析ケース 
沸騰開始 

（秒） 

燃料要素 

破損開始 

（秒） 

最大出力 

（％） 

最大 

全反応度 

（＄） 

ラッパ管 

溶融 

（秒） 

損傷 

集合体数 

（体） 

基本ケース - 27.9 255 0.195 31.6 2 

制御棒引抜き 

反応度ケース 
- 20.2 270 0.244 23.6 2 

ナトリウムボイド 

反応度ケース 
- 26.3 257 0.203 30.2 2 

ドップラ 

反応度ケース 
- 25.6 259 0.208 29.4 2 

燃料の軸伸びケース - 26.2 257 0.202 30.4 2 

燃料破損条件ケース 

（溶融割合 0%ケース） 
- 21.1 206 0.183 26.8 10 

燃料破損条件ケース 

（溶融割合 50%ケース） 
- 42.5 374 0.203 44.4 1 

FPガス 

保持量ケース 
- 27.9 255 0.195 31.9 2 
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第 2.1図 ＳＡＳ４Ａ解析体系における冷却材密度反応度マップ 

 

反応度を 0.7倍とする 

領域（負の領域） 

反応度を 1.3倍とする 

領域（正の領域） 
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※ CR：制御棒、BR：後備炉停止制御棒、CMIR：材料照射用反射体 

 Ch.6及び Ch.19：B型照射燃料集合体、Ch.20：C型照射燃料集合体 

 

第 3.1図 ＳＡＳ４Ａ解析におけるチャンネルの配置図 

  

A：バッチ数 

B：出力－流量比 

C：SAS4A解析上のチャンネル番号 
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第 3.2図 炉心燃料集合体の模式図とＳＡＳ４Ａ解析体系 

 

第 4.1.1図 反応度履歴（ULOF（ⅰ））（1/2） 
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第 4.1.2図 反応度履歴（ULOF（ⅰ））（2/2） 

  

第 4.1.3図 出力履歴（ULOF（ⅰ））（1/2） 
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第 4.1.4図 出力履歴（ULOF（ⅰ））（2/2） 

 

第 4.2.1図 反応度履歴（ULOF（ⅲ））（1/2） 
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第 4.2.2図 反応度履歴（ULOF（ⅲ））（2/2） 

 

第 4.2.3図 出力履歴（ULOF（ⅲ））（1/2） 
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第 4.2.4図 出力履歴（ULOF（ⅲ））（2/2） 

 

第 4.3.1図 反応度履歴（UTOP）（1/2） 
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第 4.3.2図 反応度履歴（UTOP）（2/2） 

   

第 4.3.3図 出力履歴（UTOP）（1/2） 
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第 4.3.4図 出力履歴（UTOP）（2/2） 

 

第 4.3.5図 制御棒の引抜きにより投入される反応度（UTOP） 
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１．「常陽」の即発臨界超過現象における放出エネルギーの評価 

高速炉の代表的重大事故である ULOF の事故シーケンスでは、燃料の損傷が炉心規模まで拡大す

る遷移過程において溶融燃料が凝集して即発臨界を超過すれば出力逸走によって大きなエネルギ

ー放出が生じる可能性がある。「常陽」の格納容器損傷防止措置の有効性評価ではこのエネルギー

放出挙動をＳＩＭＭＥＲ-Ⅳ及びＳＩＭＭＥＲ-Ⅲを用いて解析した。この解析の基本ケースでは 3

次元的な非軸対称の燃料スロッシング（揺動）による燃料凝集挙動を解析したが、この基本ケース

においても、燃料が焼結密度のまま高密度で堆積する、固体燃料デブリを含み本来流動性が極めて

低い炉心物質の粘性を零とするなどの保守的な想定を用いている。 

この基本ケースで用いた保守的な想定に加えて、重要現象として摘出された FCI と燃料スロッ

シングの不確かさの影響評価を行った。特に最も大きな放出エネルギーが解析された燃料スロッ

シングの不確かさの影響評価ケースでは、炉心外への燃料流出を無視した上で 2 次元軸対象の体

系で横方向の物質移動が一斉に中心軸に向かうという保守的な仮想を用いた解析を行った。この

ケースの結果を用いて原子炉容器の機械的健全性と格納容器（床上）へのナトリウム漏えい量を解

析し、格納容器破損防止措置の有効性評価を行った。 

 

２．即発臨界超過現象における非線形性について 

高速炉の溶融炉心において、炉心中心の下部に燃料が凝集して出力逸走が発生すると、その中心

部の温度・圧力上昇により炉心物質は分散し、いったん反応度は未臨界となる。その後、分散した

炉心物質は炉心外周部から再び炉心中心部へ揺り戻って集中することで再び反応度は即発臨界を

超過する。この反応度の大きな増減を伴う炉心物質の集中と分散、いわゆる自励的スロッシングが

炉心物質の炉心からの流出によって反応度レベルが十分に低下するまで繰り返される。 

このように、高速炉の溶融炉心における出力変動は、炉心物質の流動が出力変動を生起し、その

出力変動がその後の炉心物質の流動に影響を与えるという自己再帰的な現象である。特に、指数関

数的に出力が上昇する出力逸走では物質配位のわずかな変動が反応度の変化を通して放出エネル

ギーに大きな影響を与えることも相まって、遷移過程における物質の運動と出力の変動は、事故シ

ーケンスの初期状態の微少な違いや物質挙動の変動に対して鋭敏性を有する非線形挙動となる。 

燃料スロッシングの不確かさ影響評価ケースでは、前述のように燃料凝集を促進する様々な仮

想的かつ保守的な想定を用いた上で、さらに、放出エネルギーに対するこの非線形性の影響の評価

を行った。 

 

３．非線形性の影響評価 

エネルギー放出過程の非線形性の影響を評価するために初期タイムステップ幅を変えて初期状

態の微少な違いとした多数の解析を実施し、最大の放出エネルギーを与える解析ケースを採用す

る方法を採った。解析ケース数は解析から得られる炉心平均燃料温度の最も高い値が上位 5%とな

る信頼水準が 95%を超えるように 59ケース[1]とした。 

有効性評価における不確かさの影響評価では、これらの解析ケースの中で放出エネルギーを代

表する評価指標である炉心平均燃料温度として最も高い約 5,110℃を与えた解析ケースの結果を
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採用した。得られた炉心平均燃料温度の累積確率分布をメジアンランク法で求めた結果を第 1 図

に示す。この炉心平均燃料温度の計算結果を用いて、Jeffreys の無情報事前分布を仮定した確率

計算[2]により、炉心平均燃料温度が約 5,110℃を超過する確率は約 0.83%となった。なお、この超

過確率の計算方法を添付に示す。 

 

 

第 1図 各ケースにおける炉心平均燃料温度解析結果の分布 

 

４．まとめ 

「常陽」の格納容器損傷防止措置の有効性評価では、重要現象の不確かさの影響を評価する解析

ケースにより、遷移過程の出力逸走によるエネルギー放出の上限値を求めた。この解析ケースでは、

燃料凝集を促進する様々な仮想的かつ保守的な想定を用いた上で、遷移過程におけるエネルギー

放出挙動が有する非線形性を考慮した保守的な評価とするために、初期状態の微少な違いを与え

た多数の解析を実施した。 

解析から得られる炉心平均燃料温度の最も高い値が上位 5%となる信頼水準が 95%を超えるケー

ス数[1]の解析を実施し、評価指標である炉心平均燃料温度が最も高くなった約 5,110℃を計算した

解析ケースを有効性評価の不確かさ影響評価において採用した。この放出エネルギーを超過する

確率は統計的分析[2]によって約 0.83%と評価されており、十分に小さく押さえられている。 

 

参考文献 

［1］学会標準 AESJ-SC-S001:2008「統計的安全評価の実施基準：2008」 

［2］学会標準 AESJ-SC-RK001:2010「原子力発電所の確率論的安全評価用のパラメータ推定に関する

実施基準：2010」 
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添付 ＳＩＭＭＥＲによる ULOF解析結果の統計的分析 

 

炉心平均燃料温度の最高値を超えるか超えないかの on/off 事象（二項データ）として、炉心平

均燃料温度の最高値を超える確率を評価する。学会標準 AESJ-SC-RK001:2010 で示されている

Jeffreysの無情報事前分布を仮定した確率計算を行う。 

𝛼𝑝𝑜𝑠𝑡 = 𝛼𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟 + 𝑥 

𝛽𝑝𝑜𝑠𝑡 = 𝛽𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟 + 𝑛 − 𝑥 

超過確率 = 𝛼𝑝𝑜𝑠𝑡 (𝛼𝑝𝑜𝑠𝑡 + 𝛽𝑝𝑜𝑠𝑡)⁄  

これに事前情報無しであることから、𝛼𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟 = 𝛽𝑝𝑟𝑖𝑜𝑟 = 1/2、x=0、n=59を代入して、炉心平均燃

料温度が約 5,110℃を超過する確率は約 0.83%となる。 
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遷移過程解析及び機械的エネルギー発生の解析における 

FCI 実験からの知見の適用性 
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「常陽」の炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）及び過出力時原子炉停止

機能喪失（以下「UTOP」という。）の事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評価に

おいては、炉心損傷の進展の中で溶融燃料が冷却材のナトリウムと接触すれば両者の間の急激な熱

伝達により冷却材の急激な沸騰や圧力発生に至る可能性があるため、その機械的影響が重要となる。

以下には、遷移過程解析における溶融燃料－冷却材相互作用（以下「FCI」という。）の特徴と取扱い

について述べる。 

 

１．ULOF及び UTOPの事故シーケンスの遷移過程における FCI  

遷移過程においてはいくつかのモードで FCIの発生に至る可能性が考えられる。第 1に、起因過

程と同様に、未沸騰又は部分沸騰状態の燃料集合体において燃料要素が溶融すると、冷却材と接

触・混合して FCIが発生する可能性がある。第 2に溶融燃料が炉心上下や周囲の低温領域に移動し

て冷却材と接触・混合して FCIが発生する可能性がある。第 3に低温状態にある制御棒下部案内管

又は径方向集合体のラッパ管が溶融燃料により破損した場合は内部の冷却材との間で FCI が発生

する可能性がある。これらの FCI 自体は局所的な現象でありその発生圧力が過大になることはな

いが、FCIに駆動される燃料移動は大きな反応度効果を持つ。 

第 1 の燃料要素溶融時の FCI は集合体のラッパ管が健全な状態で発生する FCI であって炉心全

体の燃料の凝集による大きなエネルギー発生を伴う厳しい即発臨界を引き起こすことはない。ま

た、「常陽」の冷却材ボイド反応度は、ほぼ全炉心で負であるため、ULOFの事故シーケンスでの事

故進展は低下した炉出力によって緩慢に進む。したがって、燃料の溶融は集合体内のナトリウムが

沸騰によって排除されてドライアウトしてから起きることになり、この FCI が起きる可能性は極

めて小さい。第 2 の炉心周囲の低温領域での FCI は炉心の損傷規模が拡大してから溶融した炉心

物質が集合体の上下ピン束又は先行して破損している制御棒下部案内管内に移動して残存してい

るナトリウムと接触することで発生する。発生箇所を中心として燃料を分散させるため、厳しい即

発臨界を引き起こすことはないが、偶発的に複数箇所で同時に発生して燃料を凝集させる状況を

想定すれば、燃料の集中を駆動する可能性もある。第 3の制御棒下部案内管破損時の FCIは後述す

る EAGLE 試験の知見によると発生する圧力は小さく、炉心内の燃料の動きを駆動することはない

と考えられる。 

以上のことから、「常陽」における遷移過程のように、事象進展が緩慢で炉心周辺に冷却材が残

存した状態で炉心溶融が進行するような場合においては、第 2のモードが重要となる。 

 

２．溶融 UO2とナトリウムの FCIの実験的知見  

既存の溶融 UO2とナトリウムの FCIを実現した実験的知見を第 2.1表にまとめる[1]〜[6] 【遷移過

程における溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）の想定について：別紙 8-19-別添 1】。また、代表的

な試験である、CORECT-II、FARO-TERMOS、CAMEL試験の試験装置の概念図を第 2.1図〜第 2.3図に

示す。様々な FCIの発生状況を想定した試験が行われている。大きな圧力ピークが測定されている

のは CORECT-II試験のケース 21の約 12MPa、ケース 18の約 7MPa、ケース 12B の約 6.6MPaである

が、前者 2 つの試験ケースは閉じ込められた狭い空間内に強制的にナトリウムを注入した条件で

の FCI、最後のケース 12Bは高温融体上にナトリウムを注入する試験であり、いずれの試験も前述

[1392]



53条(1)-別紙 8-19-2 

 

した第 2 のモードである炉心周囲で発生する FCI の発生状況を模擬した試験には該当しない。ま

た、FARO-TERMOS 試験においても約 6MPa の圧力ピークが測定されているが、この試験は約 140kg

の溶融 UO2 を 5m の高さからナトリウムプール中へ落下させた試験であり、炉心内の局所的な FCI

の知見として用いるには適切ではない。炉心内での FCI の発生状況に近い状況を模擬した試験と

しては、CORECT-IIケース 22、CAMEL C6、EAGLE ID1 試験がある。これらの発生圧力は CORECT- II

のケース 22が約 4.3MPa、CAMEL C6が約 4MPa、EAGLE ID1 は極めて緩慢で約 0.15MPaである。 

 

３．遷移過程解析における FCIの扱い  

ＳＩＭＭＥＲを用いた遷移過程の解析においては、炉心内の損傷領域の拡大と炉心物質の動き

に従って解析されているが、「常陽」の遷移過程は低出力、かつ、低温（大半の燃料は固化状態）

のまま推移するため、有意な FCI現象は発生していない。他方、大きな反応度効果を駆動する可能

性のある炉心周辺部の FCI 現象については、制御棒破損時に発生する FCI は EAGLE の知見に基づ

けば数気圧程度の極めて限定された圧力発生にとどまることが示されており、また CAMEL C6又は

CORECT-IIケース 22 のように強制的に高温融体とナトリウムを接触させた試験においても約 4MPa

程度の発生圧力である。FCIの不確かさに係る感度解析では基本ケースで燃料集中による即発臨界

が発生する直前に、燃料集中を促進する位置にある外側炉心の制御棒下部案内管 2 カ所で同時に

約 8MPa の圧力が発生するという仮想的な条件の下での保守的な解析を行ってその影響を評価した。 

 

４．大規模 FCIの発生可能性について 

「常陽」ＭＫ－Ⅳ炉心の燃料インベントリは高々1トン程度であり（大型軽水炉では 100トン以

上であるのに対して）、また、ULOFの事故シーケンスにおいてはそもそも大量の溶融燃料が冷却材

のナトリウムと混合する状況は考えられない。一般に、大規模な FCIが発生するためには、安定膜

沸騰条件下で溶融燃料とナトリウムとの大規模な粗混合状態が形成される必要があるとされてい

る[7]。一方、ナトリウム冷却高速炉においては、ナトリウムの熱伝導度が高いために溶融燃料とナ

トリウムの接触界面温度は安定膜沸騰の発生条件をはるかに下回り、液－液接触状態が維持され

るため、大規模な粗混合状態が形成されることはない[2]。したがって、大規模な FCIは原理的に回

避できる。 
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５．まとめ 

上述の通り、「常陽」ＭＫ－Ⅳにおいては、炉心の燃料インベントリが高々1 トン程度であり、

炉心損傷の事故シーケンスにおいて大量の溶融燃料が冷却材と混合する状況は考えられないこと、

またナトリウム冷却炉においては、溶融燃料とナトリウム間に安定膜沸騰が発生し得ないために

大規模な粗混合状態が形成されないことから、大規模な FCIは原理的に発生しない。 

他方、大規模な FCIは無いとしても、炉心損傷の進展の過程で溶融燃料と冷却材が接触・混合し

て FCI（ナトリウム蒸気の発生）を生じることは当然考えられる。特に、全炉心規模で炉心が損傷

した遷移過程において、炉心周辺で発生する FCI によって燃料が集中することによって即発臨界

を超過する可能性については、実験的な知見に基づいた十分に保守的な条件を用いて不確かさを

考慮した解析をＳＩＭＭＥＲ-Ⅳによって適切に行っている。 

以 上 
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第 2.1図 CORECT-II 試験装置概念図 

 

 

第 2.2図 FARO-TERMOS試験装置概念図 
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第 2.3図 CAMEL試験装置概念図 
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別添 1 

 

遷移過程における溶融燃料－冷却材相互作用（FCI）の想定について 

 

「常陽」の炉心流量喪失時原子炉停止機能喪失（以下「ULOF」という。）及び過出力時原子炉停

止機能喪失（以下「UTOP」という。）の事故シーケンスに対する格納容器破損防止措置の有効性評

価においては、炉心損傷の進展の中で溶融燃料が冷却材のナトリウムと接触すれば両者の間の急

激な熱伝達により冷却材の急激な沸騰や圧力発生に至る可能性があるため、その機械的影響が重

要となる。以下には、遷移過程解析における溶融燃料－冷却材相互作用（以下「FCI」という。）の

特徴と取扱いについて述べる。 

 

１．ULOF及び UTOPの事故シーケンスの遷移過程における FCI  

遷移過程においてはいくつかのモードで FCI の発生に至る可能性が考えられる。第 1 に、起

因過程と同様に、未沸騰又は部分沸騰状態の燃料集合体において燃料要素が溶融すると、冷却

材と接触・混合して FCI が発生する可能性がある。第 2 に溶融燃料が炉心上下や周囲の低温領

域に移動して冷却材と接触・混合して FCI が発生する可能性がある。第 3 に低温状態にある制

御棒下部案内管又は径方向集合体のラッパ管が溶融燃料により破損した場合は内部の冷却材と

の間で FCI が発生する可能性がある。これらの FCI 自体は局所的な現象でありその発生圧力が

過大になることはないが、FCIに駆動される燃料移動は大きな反応度効果を持つ。 

第 1 の燃料要素溶融時の FCI は集合体のラッパ管が健全な状態で発生する FCI であって炉心

全体の燃料の凝集による大きなエネルギー発生を伴う厳しい即発臨界を引き起こすことはない。

また、「常陽」の冷却材ボイド反応度は、ほぼ全炉心で負であるため、ULOFの事故シーケンスで

の事故進展は低下した炉出力によって緩慢に進む。したがって、燃料の溶融は集合体内のナト

リウムが沸騰によって排除されてドライアウトしてから起きることになり、この FCI が起きる

可能性は極めて小さい。第 2 の炉心周囲の低温領域での FCI は炉心の損傷規模が拡大してから

溶融した炉心物質が集合体の上下ピン束又は先行して破損している制御棒下部案内管内に移動

して残存しているナトリウムと接触することで発生する。発生箇所を中心として燃料を分散さ

せるため、厳しい即発臨界を引き起こすことはないが、偶発的に複数箇所で同時に発生して燃

料を凝集させる状況を想定すれば、燃料の集中を駆動する可能性もある。第 3 の制御棒下部案

内管破損時の FCI は後述する EAGLE 試験の知見によると発生する圧力は小さく、炉心内の燃料

の動きを駆動することはないと考えられる。 

以上のことから、「常陽」における遷移過程のように、事象進展が緩慢で炉心周辺に冷却材が

残存した状態で炉心溶融が進行するような場合においては、第 2のモードが重要となる。 

 

２．溶融 UO2とナトリウムの FCIの実験的知見  

既存の溶融UO2とナトリウムの FCIを実現した実験的知見を第2.1表にまとめる[1]〜[6]。また、

代表的な試験である、CORECT-II、FARO-TERMOS、CAMEL 試験の試験装置の概念図を第 2.1図〜第
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2.3 図に示す。様々な FCI の発生状況を想定した試験が行われている。大きな圧力ピークが測

定されているのは CORECT-II 試験のケース 21 の約 12MPa、ケース 18 の約 7MPa、ケース 12B の

約 6.6MPaであるが、前者 2 つの試験ケースは閉じ込められた狭い空間内に強制的にナトリウム

を注入した条件での FCI、最後のケース 12Bは高温融体上にナトリウムを注入する試験であり、

いずれの試験も前述した第 2 のモードである炉心周囲で発生する FCI の発生状況を模擬した試

験には該当しない。また、FARO-TERMOS試験においても約 6MPaの圧力ピークが測定されている

が、この試験は約 140kgの溶融 UO2を 5mの高さからナトリウムプール中へ落下させた試験であ

り、炉心内の局所的な FCI の知見として用いるには適切ではない。炉心内での FCI の発生状況

に近い状況を模擬した試験としては、CORECT-IIケース 22、CAMEL C6、EAGLE ID1試験がある。

これらの発生圧力は CORECT- IIのケース 22が約 4.3MPa、CAMEL C6が約 4MPa、EAGLE ID1は極

めて緩慢で約 0.15MPaである。 

 

３．遷移過程解析における FCIの扱い  

ＳＩＭＭＥＲを用いた遷移過程の解析においては、炉心内の損傷領域の拡大と炉心物質の動

きに従って解析されているが、「常陽」の遷移過程は低出力、かつ、低温（大半の燃料は固化状

態）のまま推移するため、有意な FCI 現象は発生していない。他方、大きな反応度効果を駆動

する可能性のある炉心周辺部の FCI 現象については、制御棒破損時に発生する FCI は EAGLE の

知見に基づけば数気圧程度の極めて限定された圧力発生にとどまることが示されており、また

CAMEL C6 又は CORECT-II ケース 22 のように強制的に高温融体とナトリウムを接触させた試験

においても約 4MPa程度の発生圧力である。FCIの不確かさに係る感度解析では基本ケースで燃

料集中による即発臨界が発生する直前に、燃料集中を促進する位置にある外側炉心の制御棒下

部案内管 2 カ所で同時に約 8MPa の圧力が発生するという仮想的な条件の下での保守的な解析

を行ってその影響を評価した。 

 

４．大規模 FCIの発生可能性について 

「常陽」ＭＫ－Ⅳ炉心の燃料インベントリは高々1 トン程度であり（大型軽水炉では 100 ト

ン以上であるのに対して）、また、ULOFの事故シーケンスにおいてはそもそも大量の溶融燃料が

冷却材のナトリウムと混合する状況は考えられない。一般に、大規模な FCI が発生するために

は、安定膜沸騰条件下で溶融燃料とナトリウムとの大規模な粗混合状態が形成される必要があ

るとされている[7]。一方、ナトリウム冷却高速炉においては、ナトリウムの熱伝導度が高いた

めに溶融燃料とナトリウムの接触界面温度は安定膜沸騰の発生条件をはるかに下回り、液－液

接触状態が維持されるため、大規模な粗混合状態が形成されることはない[2]。したがって、大

規模な FCIは原理的に回避できる。 

 

５．まとめ 

上述の通り、「常陽」ＭＫ－Ⅳにおいては、炉心の燃料インベントリが高々1トン程度であり、

炉心損傷の事故シーケンスにおいて大量の溶融燃料が冷却材と混合する状況は考えられないこ
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